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マスの基本権をめぐる議論に対する批判は、おもに「権利の体系」がディスクルス原理と法形式との
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マスのディスクルス倫理学と
九
0
年代ドイツの人権政治
( 5 )
「人権」概念と世界市民法基本権のディスクルス理論的根拠づけと「人権」概念(続き)〕
U
2 
( 3 )  

基本権の循環的構造と民主主義
結びつきから論理的にどのように生成するのか、という点に向けられていぶ 
o
l
マスの議論の中心にある
のは、私的自律と公的自律と 「同根源性」というテ
l
ゼであり、ハ 
l
マスは、主観的行為自由、構成員資
格、提訴という市民社会を形成する三つの自由権は、政治的自律によってはじめて成立するものであると同時に、政治的自律を可能にする条件である 論じている。他方 法形式は脱慣習的な社会においては根拠づけ不可能なものであり 語用論的「論議の規則」から導かれる道徳規範を補完するものとし 説明されるべきだと主張す 。「権利の体系」が「循環的」であることによって、法形式とはどのような性格をもつものと考えられるだろうか。 
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〈論 説〉
( a ) 「権利の体系」が「循環的構造」をもつのは、あくまで政治的権利の優位を主張するからだとすれば、政治的権利の優位を主張することには、どのような意味があるのだろうか。また「権利の体系」の「循環的構造」は、法形式にとってはたしてどのような意味をもつのだろうか。ここでは、ト 
マス・プランケ、ト 
l
l
マス・クプカ、 
クラウス・ギユンタて検討したい。 
の議論を中心に、法形式の構造、政治的権利の優位の意味、「権利の体系」の性格につい
l
l
法形式と非ー承認の構造
ハ
バ 
マスによるなら、法形式は、いわば脱慣習的な社会において伝統的な人倫が崩壊した結果の産物であ
る。つまり、法形式は、脱慣習的な道徳を補完するものとしてのみ説明されうるものであり、法形式そのものは、ディスクルス理論的に演鐸されえない。他方、近代社会 法秩序は、「ディスクルス原理」(「すべて 可能的な関与者が合理的なディスクルスへの参加者として同意しうるであろう行為規範こそが、妥当 る」)と法形式から形成される。しかし、「 クルス原理」も、相互行為的な諸関係をしめす法形式も、そ 自身では権利の根拠づけにとって十分ではない。基本権は、「ディスクルス原理」と法形式が結びつくことからはじめて帰結し、そこから法コ 
ドが形成される。また、基本権は、主観的行為自由の権利のもとに構成される法コ
l
ド一般を前提す
l
l
l
バ 
マスの「権利の体系」において、法形式のになう役割を、
るものとしても記述され プランケは、ハ「ディスクルス原理」
の意味を、また道徳規範との関係を問題にしている。
l
ハ
バ 
マスは、私的自律あるいは自由権についてつぎのように説明する。「主観的な行為自由は、
ケ
l
シヨン的行為から離脱し、発語内的な義務を拒絶する権限をあたえる」(司の
5 ω )
。自由権は、ハ 
l
バ
コ
、l
が認めるように、
コミュニケーションからの後退と離脱の権限をあたえる。それによって個々人は、
コ
、ー
ニL 
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ケ
l
ション的実践の責務から、論議ゲ 
ムの継続を強いるその発語内的義務から解放されることになる。自由権
ω g はこの点で、権利主体がシンメトリーな承認関係の自に見えない拘束から少なくとも一時的に逃れることを可能
ω σ
にするのである。とすると法形式は、それが自由権を含んでいるとすれば、権利主体のすべての行為が根拠や洞察によって動機づけられていることを前提にしているわけではなく、いつもすでに「不合意」を、「非!承認」
o
を考慮 入れ いることになる。プランケ つぎのように言う。「法の媒体のうちには、承認 何か一貫した構造ではなく||基礎的な法的地位の権利や自由権の平等な分配を想定するときでも||非!承認の構造が埋め込まれていぶ」  
このことは、ちょうど理性的コミュニケーションの超越論的語用論によって根拠づけられた論議
の前提と似たようなやり方で、ハ 
I
バ 
マスが望んでいるようなかたちでは基本権を法秩序の先行仮定として証
明することが不可能なことをしめしている。プランケは、承認をめぐる闘争は法という手段のうちで、法という手段によって解決されうるものであるという意味で、むしろこうした「非ー承認」 構造こそが法形式 とって
l l l
まさに特徴的なのではな かと問うのである。
I
道徳を補完するという特性をもっ法形式は、「ディスクルス原理」と循環的に結びつき、このプロセスからは

じめて「権利の体系」が生成する。ハ 
バ 
マスはこうしたコンテクストのもとに、「権利主体がまず相互にそ

の役割において法律の名宛人 して承認しあうとともに、権利を要求す と同時に相互に妥当なも に べ 基
礎づけるという地位を認めるかぎりで」(司
2 8 )
、主観的行為自由、構成員資格、提訴という最初の三つの権利

は、まず権利主体の私的自律 みを保障するのだと説明する。プランケはこの点につ て、「国家市民

ん十誌の同」が権利主体と権利の担い手としての地位を相互に認めることができるなら、このとき国家市民は
すでにこの権利の作成者なのではないかと疑問をなげかけてい むしろ 形式はそもそもはじめから、コ
何回同 
83 
l〈論 説〉
ミユニケ 
ション的社会化の強制からの離脱という特殊な規範的内実を含んでいるという意味で、「主観的自由
がそもそもはじめて可能にする、社会的合理性の構造の唯一無比の〈保持媒仮〉」なのであり、法形式には、国家市民的自律と民主的な意志形成プロセスの にとって不可欠な前提を形成する主観的自由の規範的内実が含まれている。つまり、主観的自由権は 法形式のうち 理性的な政治的な自己決定実践の可能性の後戻りできない条件をすでに表現しているのである。たしかに、法形式に付随するこの規範的内実は、そ まま はいまだ展開されていない。 こで「ディスクルス原理」は、この規範的内実を、平等な主観 行為自由の権利としてすべての法的同胞にあたえられるべく展開するという役割をにな のである。プランケは、法形式には「非ー承認」の構造が主観 行為自由の権利として埋 込まれて と、したがって「ディスクルス原理」の役割は、法形式のうちに内在するこの権利を法 同胞に平等に分配し展開すること あると理解するのである。他方、ハ 
パ ー
l
マスは、主観的行為自由 について ぎのように説明する。「しかし、これらの権利は、政治的 律の行使をはじめて可能 する必要条件である つまり、可能 する条件として れらの権利は立法者の主権を そ条件が立法者の意のままにならないにもかかわらず 制限することはできない。可能にする条件は、それが構成するものに、制限を課すことは 」(司色。
N)
。
つまりハ  
バ
1
マスは、政治的自律はけっして自由権によって
l
制限されることはないと主張する である。しかし、プラン によ なら、可能にする条件は、それが可能にす
l
るものに制限を課すこと ない、というテ 
ゼは、明らかにわれわれの日常的な直観に矛盾する。たしかに立法
者の理性的で法的な意志形成に 何か自然法的に根拠づけられた外的な制約が課せられ ことはないとしても、しかし主観的自由権を侵害 ることは、民主主義 正統性の基盤と前提の自己破壊につなが 。プランケは、そのかぎりでこれらの権利 侵害するこ は、民主 義 立法者 意のままにはなら い と主張 である。
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l ハ
l
パ 
マスはまた、法規範は道徳規範と異なり、具体的な法秩序をになう市民の生活連関を規制し、集団的
財と目的にかかわる特殊なコンテクストと結びついているために、音山志的要素がその妥当感覚に入り込むのだと
Rg
l
論じる。しかし、利害関心の争いを妥協にもとづいて解決したり、法的、政治的プログラムをその目的や価値に対する選好にもとづいて解決する際の規範的合理性は、このディスクルスにそれぞれ内在する「論議 規則」によってではなく、その手続き的条件が道徳的ディ クルスのうちで正当化されるか、あるいはそのプログラムが道徳的に正当化されうるものと調和しう か、によって判断されるとしている。したがって、 ランケは、語用
I
論的ディスクルスの合理性は最終的にいつも道徳的ディスクルスの合理性に依存しているのではないかと問う。ハ 
バ 
マスの議論では、道徳的ディスクルスが行為規範一般と法規範の合理性を判断するための消失点をなし
ているのではないか、そうだとすればハ
マスは法は道徳に従属してはならないと主張しながら、道徳原理
の背景的な優位を認めているのではない と うのであ 。
lパ
クラウス・ギユンタ 
は、法形式における「非ー承認」の構造、主観的自由権の分配原理としてのディスクル
I
ス原理、道徳原理の背景的優位と ったこうしたプランケ 批判に対して、
ハ 
バ 
マスを擁護している。
ギユンタ
1
は、法形式には「非ー承認」の構造が埋め込まれているというプランケの主張を認めつつ、法形式
は主観的自由のコミュニケーション的合理性からも演縛す ことは不可能であり したがって権利主体相互の強制権限もまたそこから演緯することは不可能であ ことを強調する。それゆえに、ギユ タ
1
はつぎのように説
明する。「法形式をディスクルス 論的に演緯することが不可能であ 結果、言語能力と行為能力をそなえた主体にとって、みずから法共同体へと結びつく何らかの性質をもった規範的必然性は存在しない(カントはいまだ離脱 
口合目を道徳的命法として根拠づけなければならないと信じていた)。むしろ、共生を実定法によって正統に
l
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〈論 説〉
規律するお 
巳ロために歴史的に存在してきた法形式を条件づけるという決意開ロ 
♀
回は、まったく偶然のもの
であ前」  
o
ある法形式のもとに生まれ落ちることは、自由に選択できないとしても、必然的ではありえない。な
ぜなら、脱慣習的な社会の機構は複雑で、そのコントロールのあり方は多様であり、ある法共同体へとみずから
m
を構成するための「機能的根拠」は一様ではないからである。しかし、社会がそのように「決音とするとき、法形式は社会の安定化 ために、脱慣習的道徳との機能的な補完関係にあることを受け入れなければならない。脱慣習的道徳が「普遍化原則」のもとにあたえられるとすれば、法形式はその期待を安定化させるべく補完するという機能をになうのである。法形式は、「道徳的直観を傷つけることなく、合理的な動機づけの可能性一般を排除することなく、正統 規範を市民が遵守することを強制的に貫徹するために 社会的相互行為一般を規律しようとするとき」、補完的な機能をに わなければならない。
ギユンターはそこで、「ディスクルス原理」の役割は、主観的自由権の分配だけでなく、権利主体に権利の作
成者としての自覚をあたえるとともに、共生 法形式にもとづいて規律する「決意」を自覚させ にあると主張する。たしかにプランケの言うよう 権利主体は法形式にお たがいを法の名宛人として承認するかぎり、「機能的」な意味ですでにそ 作成者であるということができる。しかし、国家市民はみずから 共生を正統な権利によって規律しようと「決意」し、権利の担い手としてたがいを承認しあうとき、暗黙のうちにみずからの権利の作成者の役割を引き受け ことになるとしても、ディスクルス原理な には 権利 担い手は作成者でなければならないということを認識することすらできな吋
o
ディスクルス原理をつうじてはじめて、権利主体
はみずからその作成者であ ことを自覚 るのであ 。さらにまたギユンターによ ら、ディスクルス原理 、共生を法形式的に規律する「決意 をも させ 。た かに、主観的自由は権利主体の平等な権利 ならなけ
Z
E
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ハーパーマスのディスクルス倫理学と九0年代ドイツの人権政治(5) 
ればならない、という前提もまた、プランケが推測するように、すでに法形式のうちに暗黙のうちに含まれている。しかし、明示的には、それは法形式とディスクルス原理が結びついた結果として認識されるよ になるのである。主観的 自由のも に共生することが、自由への平等な権利という形式 おいて み可能だとい ことが納得しう ものになるのは、個人のあいだで相互にパ 
スペクティブの交替が可能なときのみである。ディスク
l
ルス原理をつうじてはじめて、主観的自由の権利の平等な分配が必然的であることが明らかになるのであり、しかも、まず市民自身によって、民主 義 手続きのもとに主観的権利を平等に分配する観点を確定しようとすることをつうじて明らかにされるのである。こうした背景からする ら、ギユンタ 
は、「ディスクルス原理と法
l
形式は政治的自律を同時に〈制限すること〉なく〈可能にする条件〉
ではありえない」、とするプランケのハ
パーマスへの批判は誤解であ と反論 。「ディスクルス原理」は共生を法形式的に規律する「決意」 自覚させる、ということは、法形式なしには政治的自律は保持されえないことを意味する。それゆえに、政治的自律の法形式性を傷つける主権者は、それ よってみずからの政治的自律を しりぞけることになるというのである。
さらに、ブランケが、民主主義原理が語用論的問いの合理的な決定可能性一般を前提としているということか
ら、民主主義原理は結局は道徳原理に依存 ている ではないかと、また、権利のディスクル 理論にしたなら法形式は道徳 と調和しえなければならないということから 公的な意見形成と意志形成に対する道徳的ディスクルスの効果と、倫理的、政治的、語用論的ディスクルスおよび公正な妥協形成 手続きとのあいだ はヒエラルキー的な従属関係があるので ないかと問うのに対して、ギユンタ 
はつぎのように説明する。「デイ
l
スクルス原理」は、道徳的ディスクルスの語用論 問題の解決のために、また政治的ー倫理的 妥協形成の手続きの公正な規則のために、「論議の規則」によって規制される。そ 際、道徳 ディスクルスのための「論議
l
87 
〈論 説〉
規則」つまり「普遍化原則 
」は、規範的妥当要求をめぐる合理的な論議の先行仮定にもっとも近いという
( b )
理由から卓越的な地位を有している。しかし、この先行仮定はギユンターによるなら、語用論的論議一般が道徳
l
的ディスクルスとしてのみ遂行されうることをはじめから命じているわけではない。「すべての関与者
l
四25
問 。  
5l 」とは、道徳的ディスクルスにおいては人間一般、政治的ー倫理的ディスクルスにおいては共同体の
メンバーをのみ意味し、それぞれのディスクルスによって異なっ お 
したがって、すべての語用論的ディス
クルスの合理性は、最終的にいつも道徳的ディスクルスの合理性にもとづいているのではなく、道徳原理はさまざまな原理 うち、道徳的問いが合理的に決定されう ひとつの原理すぎな 。他方、正統な法形式は道徳規範と調和しえなければならないという要請から、法に対す 道徳の優位が帰結するわけでもない。調和の要請はたんに、正統な法形式が道徳に反する振る舞いを命じることは許されないことを意味す にすぎな したがって
( U )
そうした観点から正統な法規範からは、もはや良心に反する行為を要求する「恐怖 法」を、さらにディスクル
l
ス理論的定義にしたがうなら の名宛人は人間一般なのだから、とりわけ人間 対する犯罪、たとえば拷問やジェノサイドといった人権に対する犯罪を実行するよう 命じる法なども排除される である したがって、
g
「調和の要請」は、法共同体の倫理的 
政治的自己理解が人権を犠牲にして公共的価値や公共善の実現を要求す

るようなケ 
スでは、「善含
ω
の己件。に対する正巳  
の2 2 FZ
の優位」が受け入れられなければならないという要

請として理解されなければならない。

政治的参加権と自由権
ハ 
バ 
マスは「権利の体系」について、つぎのように説明する。「権利の論理的生成は、ディスクルス原理
を||法形式そのものにとって構成 な||主観的行為自由一般への権利に適用することではじまり、政治的自
o
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律をディスクルスによって行使する||それによって遡及的に、まず抽象的に措定された私的自律が法制度として構築されうる||ための条件を法的に制度化することで終わる」(明日忠内)。ト 
マス・クプカは、ハ 
パ 
マ
スの主張する「権利の体系」のこの循環的構造は、あくまで政治的自律の行使を強調しようとするならトートロジーに陥るか、あるいは、外部からもちこまれた主観的行為自由が権利の体系によって内面化されることをつう
o
じて再構成されると主張す なら、「ディスクルス原理」は権利の論理的生成にとって積極的な役割をにないえないか、どちらかであると批判している。「権利の体系そのものがすでに内 に主観的な行為自由への権利からーーーまさにこの権利が 行為を方向づける裏面として強制法を?っじて法形式そ も とって構成的であるという理由から
111
生じるとすれば、なぜ外部のパ 
スペクティブから抽象的に措定された私的自律一般を必要と
するの村」  
もし、政治的自律にとって私的自律はあくまで抽象的なものでしかないと主張するのであれば、結
局は、「法が法であると規定するものこそが法である」というトートロジーに陥ることになる。他方、「権利の体系」が主観的自由権をすで 含んでい とすると、法コ 
ドと民主主義原理が「同根源的」に循環プロセスを構
成するので なく、いかに否定しようと「権利の体系」はいつもすでにそこにあり、「ディスクルス原理」はたんに遡及的に「権利の体系 の有効性を「検証」しているにすぎない、という とになる。普遍的語用論 ディ
l l
スクルスで問題 なるのは、「正当な規範 生みだすための手続きではなく、提案さ あ いは仮定的 考えられた規範の妥当性を検証すること」であり、ハ 
バ
l
lマスが行っているのは、「みずから権利のカテゴリーを
提案し、そのカテゴリー 民主 な共同体にとって不可欠なも 見な ディスクル 原理という さしに結びつけて検証する」ことなのであ 。もはや法形式と「ディスクルス原理」の結びつきから生 てくる民主主義原理が、法媒体の生 をコントロールするの はなく、民主主義原理をつうじ 理性的 政治的な意志形成
I
l
一作  
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が自由に連合する法的同胞の共通意志としてみずからを表現するようになるわけでもなく、逆に私的自律と公的自律の関係は一方的に私 自律のほうから解釈されることになる。
ギユンターはこうしたハ 
l
バ
1
マスへの批判に対して、クプカの期待をまじめにとらえるなら、「権利の体
系」はふたたび私的自律と公的自律のあいだのジレンマに陥 ことになると反論してい 。三つの主観的自由権を確立することから、「権利の体系」の論理的生成は、ふたたび自然状態の袋小路に陥るか、循環形式をとるようになるか、二つの異なる方向へ 岐路に立つことにな混 
o
権利主体は、法の作成者というあり方を譲渡し、
「権利の体系」の具体化と制度化についての決定権をより高い権力へと譲り渡すか、立法の民主的手続きへの政治的参加権を獲得し 規範的に主観的自由権の作成者となることによって、これまで「機能的」でしかなかった作成者というあり方をみずから体現す か、を決断しなければならない。前者の道をとるとき、権利主体はその地位を、みずから作成者と ての役割を譲渡することになったより高い権力によってあたえられたり奪われたりすることになる。後者の道を るときだけ、権利主体はみずから 暗黙の作成者 役割を保持しつつ、その役割を政治的自律の表現として理解 ができる。ギユンターによるなら、そのために権利主体は、「ディスクルス原理」を必要とするのである。法形式と結びついた「ディスクルス原理」は、法の作成者はみずからの自律を合理的なディスクルスへの参加者 して行使すべきであることを要求する。ただしその要求は、市民が何か共同的な目的へと合理的に動機づけられ方向づけられ ことに わけでは く、市民が相互 権利の名宛人であるだけで く、同時に権利主体と 行為自由をあ えあう いう条件のも で み拘束力をもっ規範において共生すべく「決意」することにあ幻誤っているので 。
o
クプカは、「権利の体系」の循環過程のこの弁証法的構造を見
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したがって法の正統性は、クプカが恐れているように、まさにいつもただ何が法であるかを語るものが法であ
る、といったトートロジーに陥ることはない。ギユンタ 
はつぎのように説明する。「たしかに、政治的自律は
権利主体のための権利主体による法形式的自己立法としてのみ制度化されうるのだが、これは必要条件であって、十分条件ではな 。同時に十分条件であ とする ら、そのときはじめて法形式的自己立法はトートロジーと
(初)
なってしまうのである」。すなわち、権利主体は「ディスクルス原理」をつうじて自分自身に権利主体としての法形式をあたえることになるが、「ディスクルス原理」は権利主体がそ ことを合理的なディスクルスへの平等な権限をもった参加を可能 す 法的に制度化された手続きをつうじて行うべきことを要請するのである。したがって、「権利の体系」の論理的生成から ートロジー的な合法性を推測することは、より高い権力 正統性による合法性を推測することと同様に間違っている。法秩序の正統性 、公的な意見形成と意志形成の民主的な手続きと政治参加への平等な権限 いう条件のもとでのみ すなわち「 による正統性 ?っ あたえられるのである。「 利 体系」は、はじめから法形式と同一なのではなく、あくまで法形式と「ディスクルス原理」の結びつき あってはじめて生まれ 産物 ほかな い。「 の 系 、民 主義 の生成によってたんに遡及的にその有効性が認 られる いう ではなく 遡及的 政治的に自律した憲法実践のうちに内面化される である。つまり 法形式と「ディスクルス原理」が結びつくことによって政治 参加への平等な権利が生みだされる瞬間 、「権利の体系」は民主的な憲法実践へ 全面的 ゆだねられたものとして見いだされることになる。そ ゆえ 「ディスクルス原理 「権利の体系 の中核をなすのである。
ギユンタ 
1
は所有権を例に説明している。所有権はカントにとってなにより、すべての国家市民の統一した意
志によってはじめてつくりだされる公的な権利に先行する自然権である。し し 所有への主観的権利は、平等
I
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な主観的自由の最大限の可能性を保証するためにそもそも必要なのか、そしていかなる形態において必要なのか、国家市民自身があらかじめ協議し決定することによってはじめて確立するのであお 
o
カントが外的自由の条件と
して自然法的に説明する自由の条件はすべて、
ディスクルス理論的パ 
スベクティブからするなら、民主主義的
l
立法者の 己立法をつうじては て権利としてあたえられる。他方、私的自律は民主主義的立法者の自由に完全にゆだねられるというわけではない。なぜなら、私的自律は歴史的に偶然的に形成された産物であるだけでなく、同時に民主的憲法実践の必然的な前提でもあるからで り、私的自律の権利は第三者によってあたえられたり奪われたりするかもしれない権利としてたんに受動的に受容されるもので ないからであ 。所有権もまた、民主主義的立法者の自由にゆだねられてしまうとすればトートロジーに陥ってしまう。したがって ギユンターによるなら自由権も政治的権利も、たとえば少数者への特別な保護の権利をめぐ 議論 どにも認められるように、どちらにもたがい 還元 えないものとして理解されなければな ないのである。
(C) 
深層文法としての「権利の体系」
プランケもクプカも法形式を、たえず再構築される「共通言語」としてとらえている。市民がある権利をすで
にもっている、つまり権利主体であるかぎり、市民はそ 律を実現しようとする媒体をもはや自由に選ぶことができない。市民は権利主体として、唯一可能な言語としての法コ 
ドに結びついている。したがって問題とな
I
るのは、すでに現前する を法を?っじて市民社会的に「分配」し再構築することでしかない。権利主体について語りうるため は、法形式はすでに権利あるいは私的 律を前提と ているはずで り、法コ 
ドは正統に
l
つまり平等に「分配」された主観的権利という形態のうちに調整され、そ 方法をしめすのが「ディスクルス原理」であっ 、自由の分配は「ディスクルス原理」を?っじてはじめて平等なものとして根拠づけられると う 
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のである。「ディスクルス原理」が法形式的に制度化されたものが民主主義原理であり、民主主義原理はディスクルスをつうじて法制定のプロセスに正統性をつくりだす力をあたえるのである。そのようにしてつくりだされた法コ  
l
ドは、「権利の体系」を反映することになるが、いかなる権利が平等に分配されるべきかは、市民の憲
法実践にゆだねられ この実践は「共通言語」としての法形式と結びついていて、「共通言語」としての法形式は、それが「ディスクルス原理」によって民主主義原理へと組み合わされることによって、たえずまた新たに
I
再構築されるのである。
他方、ギユンタ 
はハ  
l
パ
l
マスの展開する「権利の体系」と法形式との関係を、言語の「深層文法」と「表
層構造」との関係のアナロジーによって説明する。「つまり、権利の体系 は、市民が自分たちの共生を実定法という手段によって一般に正統なやり方で規律することを決断するやいなやもちいることになる一種 深層文法
l
なのである。この助けをかりて、市民は、その案件一般をはじめ 法的 規律することができる人工的な〈言語〉の表層構造を構成しうる である」。法コ 
l
ドとはたしかにすでに、主観的行為自由の権利、構成員資格を
うる権利、提訴す 権利とい 三つの自由権によってあたえられ準備されてはいるが、国家市民によっていまだ語られえないものにとどまって る。市民は発話者とし 、その相互行為をつうじて深層文法 しての「権利の体系」を法言語の表層構造へと変換す コ 
1
ドはそのようにして、発話者としての市民自身によって構成さ
れなければならない。そうでなければ、市民 ちょうど客観的文法にしたがうように法コ 
ドにしたがうことに
なる。こうして市民は、法言語が生成され使用されるコミュニケーション的形式、つまり「民 的 憲 実践」を確立す のである。 民主主義を法形式的に制度化することによってはじめて、相互 権利 体として名宛人となりうるのであり、法コ 
ドはそうした市民の自律的な憲法実践によってはじめて生みだされるのである。
l
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道徳規範が発見されるのに対して、法形式は構成されなければならない。近代的な法形式は、自然発生的な相
互行為とは対照的にそもそも人工的な性格をもっ。したがって、ギュンターによるなら、誰が、 
いかなる条件で、
構成物としてのみ可能な法形式を構成するのかが決定的な問題になるのである。つまり、最初の三つの自由権の論理的生成、すなわち法コ 
ドと法媒体の確立によっては、いまだ構成者と構成手続きの部分があたえられてい
ない。法形式がまず外部から「ディスクルス原理」のもとに持ち込まれることは、構成者と構成手続きの部分が満たされないでいいということにはならない。「ディスクルス原理」は、構成者 しては政治的に自律した国家
( M )
市民が、構成手続きとしては法形式 制度化された意見形成と意志形成の民主主義的手続きが、あたえられる
ハI l
べきことを要請するのである。したがって民主主義原理は、そ 意味で法形式という構成物の前提をなし、他方民主主義原理は「ディスクルス原理」と法形式の結合に負ってい ことから、法形式は民主主義の前提であると
l
同時に構成物なのである ギユンタ
l
は、法形式は「人工的に構成されることを必要とする社会的な形成媒体」
であり、 をつうじて、すなわち と が結びつくことによ はじめて確立されるべきものだと主張する。「民主主義なしには、国家市民がみずからの関係を法形式的に規律しうるにふさわしい表現媒体すら存在しないであろうし、国家市民 ずからがその要求や期待といったものを権利と て適切にあらわしうる法文法をもつことは だろ一"」
0
その意味で「権利の体系」は、国家市民が法形式的に結び
つこうとするときかかわり合わなければ ら 憲法実践において、行為遂行的に結びつこう する「決意」の回避しえない「先行仮定」をなすものであり、したがって「権利の体系」 、政治 自律した憲法実践のための行為遂行的規則なのである。
ギユンターによるなら、
バ 
マスへのブランケやクプカの批判は、「循環過程」というイメージで語られ
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る法形式とディスクルス原理とのあいだの媒介を十分に理解していないことから生じてくるものにほかならない。この「循環過程」が断絶してしまえば、「憲法制定権力宮ミ。宵 
同」の政治的自律は、「権利の体系」を
g D ω
ES昨 日
たんに批准する機関に成り下がってしまう。国家市民の政治的自律は、個人的自由あるいは私的自律へ 権利の構造のうちに包摂されない。主観的権利は政治的に自律した法制定行為の帰結であると同時に前提であ という事実は、矛盾ではなく、「論証のかなめ」なので る。「法とは民主主義 テ 
l
マであると同時に媒体である。そ
うでなければ、ふたたび法を民主主義に対 、あるいは民主主義を法に対してあらかじめ遮断してしまうというジレンマに陥ることになるだろう」。このジレンマから逃れることができるのは、法と民主主義が相互に前提しあい、照合しあい 内面化しあうというかたちで手続き的に理解されるときだけである。このことは、法を民主主義によって抹消してしまうことも、民主主義を自然 のも に屈服させることもできないことを意味する。民主 義的な憲法実践が他の政治形態に対して際立っているのは、法と民主主義と この緊張関係という点にある。ギユンター るなら、法と民主主義のこの関係は現代社会において民主的立法実践の構成要件であることが、ますます明らかなものと てしめされてい のである
しかし、法形式と民主主義原理の「循環過程」は、それぞれが相互に前提しあうとともに、どちらにも還元し
えないものとして理解すべきである いうギユンタ 
I
の主張は正しいとしても、ギユンタ 
が問題にするのはど
l
こまでも法と民主主義とのあいだの緊張関係であって、ギュンタ 
の議論では、プランケとクプカがおそらく問
I
題にしたがっている、自由権と民主主義原理 の だにも認められるはずの緊張関係については関わ ていな
l
い。たしかにギユンタ 
もまた、自由権も政治的権利もたがいに還元しえないものであると主張してはいるが、
権利主体の自由権は、法の事実性に内在する「機能的」な権利としてしかとらえられていない。つ り、ギユン 
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タ
l
の議論の中心はどこまでも法と民主主義とのあいだの緊張関係にあり、自由権にはあくまで消極的な意味し
l
l
l
かあたえられていないのである。
ギユンタ 
l
は、可能にする条件としての自由権はそれが構成する政治的自律を制限することができないという
ハ 
パ 
マスの主張は、政治的自律は法形式をとらなければ保持されえず、したがって、主権者は政治的自律の
法形式性を傷つけることはでき ということを意味するのだと説明する。たしかに、政治的自律なしには正統な法はありえない、というギユンタ 
の主張は正しいし、政治的自律は不可侵であるという主張も、政治的自律
が自由権を顧慮しこれに違反することなく理想的なかたちで実現されているなら正しいといえる。しかし、現実
2 B U m - - s o E
の具体的 立法者の権限にかかわる規範においても、そうした規範によっ あたえ れた立法者の権限は、自由権によってけっして制限されるこ はないとすれば、やはりプランケやクプカが主張するようにわれわれの日常
l
的な直観に矛盾するように思わ 。この点につ てはドゥウォ 
キンもまた、
ハ 
バ 
マスとの議論のなかで、
憲法は民主主義の前提であるだけでなく、「多数決による民主主義を制限するような基本権や人権」をも含んでいなければ らないことを指摘している。民主主義はただそれ以外のやり方では組織化されえないという理由ら憲法を必要とし、その意味で、憲法はたとえば選挙や投票のための手続きをル 
ル化する。しかし同時に、憲
l
法はそうした憲法の根本構造を超える個人的 利をも含んで る。つまり、言論の自由、プライヴァシーといった個人的権利、さらに十分な医療保障、住居、平等 あっ どの権利、た えば、学校 白人と分離されることなく授業を受ける権利、同性愛者 特別な刑 に服さないですむため 権利といった社会権を要求するとき
l
なども、民主主義に必要不可欠なものを超える権利の広い領域 保護することを要求し るのである。ドゥウォ  
キンは、「可能にする 
憲法のル 
ル」と「制限する
ZR
宵 
ロ己憲法のル  
ル」とを区別す
3Z
l
l
l
l
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べきことを主張している。憲法は、民主主義を構築するためには、民主主義を可能にする諸規則をそなえていなければならない。民主主義プロセス 誰が選ぴ、何が選ばれるか、選ばれた諸制度がどのような権力を備いるかを規定する諸規則によって組織化される。他方 憲法はまた、民主主義を「制限する条件」をも含んでい
l
なければならない。その条件は、「可能にする条件」をつくりだす立法機関の権力 も 。しかし、それは民主主義を掘り崩したり弱めたりするものではなく、民主主義の前提条件として不可欠なものであり、民主主義を「可能にする条件」と同じくらい基本的なものなのである。
l
また、政治的権利の優位をめぐるギユンタ 
の議論は、ハ 
パ 
マスの議論を必要以上に擁護する結果になっ
ているように思われる。ギユンタ 
l
の言うように、権利主体はみずからの個人の自由権を保持するためには、政
治的権利を行使しなけ ばならない。しかし、自由権は政治的権利へと還元されることは許されない。この点は、ギユンタ 
も強調している。しかし、ハ 
l
パ 
マスの議論は、あくまで政治的権利を中心に「権利の体系」を構
築しようとするものであるように見える。そもそもハ 
1
バ 
マスは、自由権を「選択意思巧邑宵昨の自由」をあ
たえる権利としてしかとらえてい い。それゆえに、近代社会 おい 経済活動を可能にする条件 しての「選
I l
択意思」あるいは「選好」は、
つねに政治的自律によってコントロールされなければならないと主張するのであ

る。たしかに、パタ 
ナリスティックに自由権をあたえられただけでは、民主主義社会は構築しえない。しかし、

政治的自律が自由権の承認の条件であるかのよう 、政治的に自律 ていなければそこに 自由権はないかのよ

l I
うに議論されるとすれば、問題であるように思われる。はたして政治的に自律 ないからといって、その自由権を承認しなくてもよいとい ことにな だろうか。むしろ、自由権は政治的 律によってのみ自覚的に保持されうるとしても、政治的自律は つも でに個人の自由権の承認を前提と ていなければならないのではない
l
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か。ハ  
バ 
マスの政治的権利の優位をめぐる議論には、自由権を自覚的に保持することの必要性が自由権の承
認に優先すべきであるという要請がしばしば認められるように思われる。
l
l
政治的権利の問題は、「権利の体系」を深層文法として説明するギユンタ 
の議論とも関係する。ギユンター
l
I
によるなら、発話者としての市民は、深層文法と ての「権利の体系」を法言語の表層構造へと変換することによって、みずから法コ 
ドを生成する。民主主義を法形式的に制度化することによって、市民はみずからを権利
主体とし 確立するのである。国家市民の権利は、深層文法から法言語 表層構造を生成するこの循環的な構造
l
のなかで形成される。たしかに、こうした循環的構造のうちに形成される権利は、国家市民の権利のひとつの側面を説明する。しかし、権利のこの循環的構造が法を 成するための前提であ かぎり、積極的な意味をになうことになるとしても、それが 承認の前提であり条件であると見なされるとすればやはり問題であ ように思われる。深層文法から表層構造としての法言語が生成するというモデルは、チョムスキーが生成文法を構想するときと同様に、すべての人間の能力が共有 循環的な精神 を想定している。「 の体系」は、権利の源泉を「共通の人間性」に位置づけ べく案出されているのである。つまり、こうした権利には、人格の反省的で循環的な精神構造が、人格の自律という審級が組み込まれている。したがって 権利にはその承認の問題がつねに含まれているとすれば 相互承認もまたそ 可能性を「共通の人間性」 いう前提に負うことになる。深層文法モデルでは、「平等 存在者としてあっかいを受ける権利」の承認が、「平等 あっかいを受ける権利」の承認へと内面化されてしまう であ
ハ 
バ 
マスは、「権利の体系」の循環的な構造は、「共通の人間性」という可能的経験の前提をディスクルス
の「手続き〈ゆ広島
5
ロ」として問うことから導きだされたものとして説明し、そこに「近代的」な人権の意味を
l
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認める。しかし、人権とは、もっぱらディスクルスの「手続き的合理性」のうちに、その循環的な構造のうちにのみ表現されうるとはたして言いうるだろうか。ハ 
パ 
マスは、「権利の体系」の循環的構造のうちに法の起
H
草者と名宛人の同一性が保障されると主張するが、はたしてこの同一性は人権の前提となりうるだろうか。人権と人民主権は、ハ 
パ 
マスが主張するように、同一の構造をもつものなのだろうか。ひとつの法治国家の内部
3
の問題としてなら あ いは自由権と民主主義原理とのあいだの緊張関係は「権利の体系 解消され
l
るも として論じることができる もしれない。しかし、とりわけかならずしも法の起草者と名宛人の同一性が
l
保証されていない国際社会において、人権とはどのように考えればよいのだろうか。
l tB
l

l

民主主義と基本権
インゲボルク・マウスは、 
ハ 
バ
l
o マスが近代法の正統化モデルが「循環的」な構造をもつことを明らかにし

たことの意義をくりかえし強調してい刻。ハ 
l
バ 
マスは『史的唯物論の再構成』のなかで、つぎのように主張

l
する。「近代の正統性円、。抱  
志片問題にとっていずれにせよ決定的なのは、正当化問。岳民 
の水準が反省
l
的 
再帰的月出向守になるということである。正当化の諸々の手続きと諸前提そのものが、いまや正統化の妥当
I
l
をささえる正統化の根拠なのであお」 
ハ 
パ 
マスは「権利の体系」を、私的 
自律的主体の権利と政治的 
自
律的国家市民の参加権が民主主義的な立法過程のもとで「同根源的」に構築される「循環過程」のもとに形成されるものと理解す 。ハ 
パ 
マスは、「ディスクルス原理」を主観的行為自由の権利へと適用することから出
発し、政治 自律をディスクルス的に行使するため 条件を法的に制度化することで完成すると説明 ている。この政治的自 によって、最初は抽象 なものにすぎなかった私的自律が法的にかたちをあ えられることにな
l
l
R t m g m
l
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る。したがって、  
ハ 
バ 
マスによるなら、国家市民に政治的自律を行使する権利を保証することで、正統性は
合法性から逆説的に成立するのである。つまり、「民主主義原理」こそが、「正統な法制定の手続きを確立するだ
l
けでなく、法媒体そのものの生成を制御する」(司色お)ことによって、正統性を形成する。このようにハ 
パ ー
l
マスは、「民主主義原理」を「権利 体系」の核と見なすのである。
ハ 
バ 
マスによるなら、アメリカの独立宣言(一七七六年)、フランス人権宣言(一七八九年)では、私的 
自
l
律的主体の権利と政治的ー自律 国家市民の参加権の「循環過程」が宣言されている。 こでは法治国家と民主
l
主義原理という根本原理がたがいに結びつき、基本権ないし人権と民主主義は、「同根源的」なものとして相互に関係しあって る。この場合には、譲渡しえない 的権利は、民主的な自己統治の権利として理解されることになる。 かし、第二次世界大戦後、とりわけ一九四八年の『世界人権宣言』以降、こ 関係はかならずしも自明なものとはいえな 。このことは、ア 
l
レントが述べているように、人権の終罵をもたらした二十世紀前半
の政治が、まさに民主 自己統治 原理 依拠していたと う全 主義的な経験にもとづくも であ なによりドイツでは、全体主義的な政治 人民の自己統治 原理を個々人 諸権利に対して優先するという民主主
l
義に内在する傾向から生まれてきたものだと理解され 人権は民主的自己統治に対してあらかじめあたえられて
いなければならない という考え方が、戦後、支配的な見解となってい針。ドイツ基本法は、第一条に「人間の
尊厳」を掲げ、古典的な自由権を中心とした規範として制定される。基本法のヘレンキムゼ 
草案作成にもかか
わったキリスト教民主同盟のアドルフ・ジユスタ 
ヘンは、「国家のために人聞が存在するのではなく、人間の
ために国家が存在する」と、「われわれにとって最高 価値は、自由と 間と 人格 尊厳である」 主張してい針。自由党と社会 党にとっても、個人を国家権力による侵害から保護する古典的な基本権を拘束力あ
l
l
l
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る規範として制定することが、より重要だと考えられた。社会民主党のカルロ・シュミ 
トは、「民主主義は、
民主主義を何か人間の尊厳に不可欠なものとして信じる勇気をもっ場合に み、たんなる合目的性の決定による産物以上のものになる」と、民主主義の概念は民主主義を排除するための前提を含まないとす 「闘う民主主義」をとなえている。他方、一九四八年、草案をも に基本法議会評議会で展開される議論では、コンラ 
ト ・
l
アデナウアーやジユスタ 
ヘンを中心にキリスト教保守派が、ヴァイマ 
ル憲法こそがナチズムの台頭を許した
l
として、基本権を神と自然法にもとづく規範として理解すべきこと 主張し、共産主義勢力を牽制しつつ総じて基本法に社会権が反映されるこ は否 的だったのに対して、社会民主党のシユミ 
トを中心とした左派勢力
l
は基本権の自然法的、キリスト教的な解釈が強ま を懸念 、ヴァイマ 
ル憲法で保障されていた参加権と
社会権の導入を訴えて対立することになお 
こうして戦後ドイツの憲法上の議論において、基本権を自由権を中
心に理解する自由主義的基本権論と政治的参加権を中心に理解する民主主義的基本権論がとなえられることになるのだが、ハ 
パ 
マスおよびマウスの議論は、自由権を中心に自由主義経済を推進しようとする保守勢力に対
o
して、あらためて基本権における参加 社会権の意義を強調しよう するものにほかならない。
しかし、たしかに基本権において、もっぱら自由権の意義のみを強調することは、政治的にはパタ 
ナリズム
に陥り、近代化 過程で獲得されてきた個人の生存の維持・発展の権利を形骸化させて まう危険性があり、したがって、参加権と社会権を主張することは必要であり重要であ としても はたして基本権 理性の正統化「循環プロセス」へと位置づけることで、戦後、人民の自己統治の原理を個人の諸権利に対して優先したことが全体主義的な政治を生みだしたのだという、民 主義に向けられた批判に十分にこたえ ことができるだろうか。人間と市民の権利が理性の正統化の「循環プロセス」 位置づ ようとする き、個人 やはりふたたび克
I
l
l
l
I
l
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服しえない運命へと拘束されはしないだろうか。クリストフ・メンケは、法の支配において、たとえ「市民」が法の「起草者」になったとしても解消されない暴力を、「市民」を構成する法の支配が個人の生の可能性を制限
l
し限界づけることになる規範化の暴力を、近代における「悲劇」の経験として論じている。メンケによるなら、
l
政治的な自律と個人の自己実現との対立 けっして弁証法的な解決を見いだすことはできない 「なぜなら、法の起草者として政治的に自律した市民が、法の名宛人として自己を統制する(自分に対し 暴力そのものをくわる)ことは、この暴力を弱めることにならないからであお」 
メンケは悲劇を、法の名宛人に対する法の支配の
うちに内在する暴力 経験、「真正 さ
F g t ω
各自己実現の自由」に対する法の支配の暴力の経験として理解
するのである。 なわち、悲劇には、「近代の構造モデル」が平等 もとづく法の支配と平等にそれぞれが追求
l
する個人 自己実現とのあいだの葛藤 して定式化され いるというのであ 。
l

I

ハ 
バ 
マスは、フランス人権宣言以来、「権利の体系」には近代的な正統性の循環的な構造が表明されてい
I
ると主張する。また、人権を基本権として まず法的秩序のうちにあ 国家市民の権利として理解し、この人権
概念を世界市民社会へと拡張しよう する。 かし 人間の権利と市民の権利のあいだにはそもそもどのような
関係にあるといえ だろうか。ハ 
パ 
マスは、「世界市民法」を、法の起草者と名宛人が一致するであろう、

すでに完成された「世界市民状態」という歴史的地点からわれわれの社会を条件づける「統制的理念」として導
入しようとしているが、カント以来さまざま かたちで議論されてい 「世界 は、ど よう と

o
して理解されうるだろうか。ハ 
パ 
マスはまた人権を到達不可能な「世界市民状態」を想定することを?っじ
て定義しようとしているが、人権ははたしてそ よ かたちで近代的な 統性 循環的構造のうちに位置づけられうるだろ か。  
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( 1 )  
「市民」としての権利と「人間」としての権利
l フランス「人権宣言」(「人間および市民の権利宣言」)は、自然権としての前国家的な「人間の権利」と、人民
g t R F gl
主権を実現するための「市民の権利」とを区別し表明するものと解釈するか、それらが「同根源的住巳各日告与口位互にに成立したこと 表明するものと理解するか、二つの考え方がある。ハ 
バ 
マスは『事
E25
実性と妥当』のなかで、こ 権利宣言を後者の意味で理解し、共和主義の直観は「人権冨 
」と
「人民主権〈巳昨 
I
芯口忠とが同一の根源から成立してきたことにあると強調することによって、「権利の体
系」を再構成すお(♂-・ 
25
津
)o
それに対して、アレクシ 
は権利宣言を前者の意味に理解し、これらの権利
l
はむしろたがいに「緊張関係」にあるものと て理解すべきだとして、
ハ 
パ 
マスを批判している。
つ ま り 、
ハ 
パ 
マスが個人に「選択意思の自由」の領域をあたえる権利と、政治的自律という「国家市民」の権利とが
同一の構造、「循環的」構造をもつことを強調し、「政治的権利」こそがこれらの権利 「同根源性」を保障する
l
RZE
のだと主張するのに対して、アレクシ 
は基本権には「民主的なもの」には還元されない「非民主的なものロロ'
【 同 ゆ 宮 島
」が前提されていなければならないことを主張するのである。
g m ω F F B
ドイツ連邦憲法裁判所は、価値や価値秩序に訴えることによって、「合理的根拠づけの要請」を掘り崩してい

ると、しばしば りわけマウスなどによって批判されてきた。
ハ 
パ 
マスもまた『事実性と妥当』
のなかで、 

ドイツ連邦憲法裁判所が「価値秩序論者 
ロ 
」という方法論的に誤った自己理解にもとづいて判決

l
実務を行っていると批判している。とりわけ批判の骨子は、「権利は価値と同化されてはならない」(明。 
と
l
いうことにある。ハ 
パ 
マスは、ドゥウォ 
1
キンの「原理」という概念を「価値」とは対立的に規範を構築す
l
る概念として理解し 連邦憲法裁判所 、基本法を「原理」をつうじ 構築された規則体系ではなく、 
マックス・
l
I
gRF85SZl
l
ω S )
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シェlラーやニコライ・ハルトマンの「実質的価値倫理学」にしたがいつつ「具体的価値秩序」として解釈してて 、いると論じる。とりわけ、アレクシ 
が「原理」を「最適化命令」と理解し基本権論を展開していることに対し
l
ハ
l
バ
l
マスはそれが価値理論にもとづく連邦憲法裁判所の判決実務を新たに擁護するものであると批判す
るのであ 。
ハl
lマスによるなら、「原理」はあくまで規範のレヴェルで理解されるべきものであり、したがって「原
バ
理」と「価値」は、第一に規範の「根拠づけ」の観点から、それらが普遍的な「妥当」にかかわるか「問主観的」に共有された「選好」にかかわるか、第二に規範の「適用」の観点から、その要求が確定的であるか段階的であるかという点で区別されなければならない(〈住・司の  
・ -
第一に「原理」は、それに照らして他の規範が正当化されるという意味で「義務論的号 
」な性格
ω H R
S E E m - R F
E g z m - R F
をもち、「価値」は「目的論的 
」な性格をもっ。
つまり、「妥当な包-民間規範」は、名宛人に例外なく
同等に普遍的な行動期待を満たすよう義務づ のに対して 価値は「問主観的」に共有された 選好 として理解されなければ らない。 しかし、妥当な規範の体系 ら出発するときに〈正しい〉のは、万人にとって同等によい行為であり、それに対して、われわれの文化や生活様式にとって典型的な価値の相互関係において〈正しい〉のは、われわれにとって全体的に長期的に見てよい行動 ほか らない」旬。臼 
N)
。規範の当為妥当は、
その内容が〈すべての者にとって同等によい〉ことを要求するという意味で 「無条件的な普遍的な義務の絶対的意味」をもっ。それに対して 価値はさまざまな文化と生活様式 なかに定着し受け入れられてきたさまざまな財の評価と う相対的な意味を ない、そこで重要 意味をもっ価値決定や高い序列 ある「選好」は、全体的に何がわれわれにとってよいものであるかをしめすのである。第二に、 は妥当するかしないかというこ元
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的な妥当要求によって表現されるのに対して、価値は財のどれが優先されるべきかを表現し、どの財が特定の集E 団のなかで目的志向的な行為によって獲得され実現されるべきかをしめす。規範的命題に対しては、確言的命題と同様に、「イエス」あるいは「ノ 
」によって態度決定するか、判断をひかえることになる。それに対して、
評価的命題 対しては、どの財が他の財より魅力的かを判断することによって、程度の差をつけて同意すること
E F U 5 5
ができる。規範はそれぞれ 同一の範囲 名宛人に妥当を要求するとき、たがいに矛盾してはならない 、それらは「整合的 
」な「体系
ω M 1 2 0 5
」を形成するものでなければならない。それに対して、価値はそれぞ
れの文化や生活様式のなかで「問主観的」に承認され、そのな で柔軟な、しかし流動的な「相互連関関 
苫 
止。ロ」を形成するのである。こうした原理と価値の相違にしたがい、基本権もまた、「義務論的な法原理」としてとらえるか、「最適化可能
l
な法財」としてとらえられ かによって異なる意味をもつことにな 。法にはたしかに目的論的な内実も入り込んでいる。しか 、「権利の体系」 定義された基本権 、万人の同等な利害関心を規範化したものであり、裁判官の目標設定と価値志向を万人 同等な利害関心という観点からコントロールするのである。基本権を基本価値へと変形することは、人間の尊厳、連帯 自己実現、自律といった権利を目 論的に偽装することであり、それは規範 価値が「根拠づけ」において異なる論証の形式をも ることを覆い隠 まう。個人の権利が価値や財へと変形されると それぞれ権利が同等のレヴェルで優位を競わなけ ばなら い。価値と 相対的なものであ その優劣を論理的に決定するこ は不可能 ある。価値は 来的 「個別的」 ものであのに して、規範はその妥当性を「普遍化テスト」に負ってい 。つまり 基本権は法規範 して、道徳規則と同様に、「義務づけ的行為 のモデル」にしたがって形成されているのであり 「魅力的財のモデル」
g p
E 
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がった価値秩序ではないというのである。
ドゥウォ  
1
キンは『権利耕』のなかで、権利を目的論的な論拠に対抗するための「切り札」として論じると同
l

l

時 に 、
H
・
L
・A-
ハ 
トが法規範とは「ル 
ル 
」であり、明確な「ル 
ル」の存在しないハ 
ドケ  
ス 
l
ではどのような判決が下されるかは裁判官の決断(自由裁量)にゆだねられると説明するのに対して、法規範は、とりわけハ 
ドケ  
I
スではわれわれが受け入れている「原理買宮巳
12
」
の「重み司巴岡宮」をはかることによっ
l
て適用されるという議論を展開している。
ハ 
パ 
マスは「原理」を「義務論的」に構成された権利として、
l l
「価値」とはちがい衡量しえないものであると説明することによって、前者の議論を評価し、後者の議論を批判するのである。「規範と原理は、義務論的な妥当感覚にもとづくとき、特別な優位の評価だけにとどまらず、普遍的な拘束力を主張するこ ができるがゆえに、価値よりもより大きな正当化の力を有している。つまり、価値はケ  
スごとに他の価値との一時的な秩序へともたらされなければならない。そのための合理的な尺度が欠如し
ているがゆえに、衡量は恋意的か無反省なままに慣れ親しんだ基準や序列秩序にしたがって実施されることになる」旬。
ω 5
巴。ハ  
パ 
マスによるなら、基本権を法原理によってとらえるとき、競合する価値が衡量されるの
ではなく、適用のディスクルスにおいて〈一応の〉適用可能な規範のなかから、あらゆ 関連する視点 もとで
l l
E - 2l
記述される適用状況にもっとも適合する規範を見いだすことが問題となる。そこで「関連づけられた巴ロ 
区 間
規範」と「退けられた自芯兵可
28
己規範」とのあいだには、規則体系全体の「整合性」が損なわれないように
有意味な連関がっ りだされなければならな ( 巴・司の
ω口)。たしかに、適切な規範と適切でない規範は、関連
するケ 
スごとに異なり変わりうるものであるが、その関係は「目的論的感覚」によってではなく、「義務論的
感覚」によって調和のとれた体系を形成するのである。
l
l
REU
l
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ハ
l
パ 
マスは憲法を、「国家市民」が自己決定権を行使することによって共同で「正しい」生活連関をつく
りだすための民主的な政治的手続きを規定するものと理解している。したがって、たとえばベッケンフエルデの
o
基本権論を、それが基本権を国家権力に対抗するため 主観的自由権に制限しようとするがゆえに批判する。現
l
l
代社会においては、私的自律は国家権力だけでなく、経済的権力や社会的権力をにぎる立場にある者たちによっても脅かされて る。現代社会における多様化した権力に対抗するためには、「国家市民」が民主的な「コミュニケーション的 利」と「参加権」をどのようなやり方でどれくらい行使 うるかが問題になるのである。した
l
がって、憲法裁判所で争われている規範の内容もまた、「民主的な立法過程のコミュニケーション的前提 手続
l
き的諸条件」において審査されなけ ばならない。法の正統性は「法の民主 義 成立の手続き条件」によってのみ保障されうる。ハ 
パ 
マスによるなら、こうした「手続き主義的」な憲法理解こそが、憲法裁判所の「正
統性」問題に民主主義的な解決をあ えるのである(〈札・司のお  
。
t E 2 5 m ω m o g go E
アレクシ 
もまた、すでに『基本権齢』のなかで、「義務論的号
g g z m - R F
」と「価値論的自
ZZ
包 
」とい
g m 2 2 N
う概念を区別することの意義を認めている。「原理」は当為 基本概念とする 義務論」の領域に属し、「価値」
は善を基本概念と 「価値論 の領域に属する。しかしアレクシーによるなら、これら あいだに構造的な相
違は認めることはできない。「価値モデルにおいて
〈一応の〉最善のもの仏  
gσgg
が、原理モデルにおいて

応〉義務づけられ、価値モデル おいて最終的 最善のものが、原理モデルにおいて最終的に づけられてい
斜 」  
義務の性格がつねにはっきりとしめされることは有益だが、絶対的なものであるということはできないと

C)
いう意味で、原理は「最適化命令。ロ 
」として理解すべきだというのである。アレクシ 
の基
本権論は、「最適化命令」 「衝突法則同  
位 。  
」、「衡量法則〉寸当  
U m g m ω m g E N
」の一一一つの基本テ  
ゼから
R Fl

l

〆、
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( 必 )
な る 。
アレクシーによるなら、原理とは「あることが法的な事実上のさまざまな可能性を比較して、もっとも可能性
l
の高い程度富山田において実現されることを命じる規範」であることから、「最適化命令」として理解することが
l
l
できる。つまり、原理は、さまざまな「度合い」において実現されうること、そしてそれが実現されるよう命じる「度合い」は、事実上の可能性だけで く、法的な可能性に依存していることによって性格づけられている。それに対して、「ル  
l
ル
H N o m
巳ロ」はたんに実現されうるか実現されえないかという規範にほかならない。ひとつ
のル  
ルが妥当するとき、それが要求することをなすことが命じられているのであり、ルールは事実上の可能性
においても、法的な可能性においても「確定的命令母出 
の$20
」なのである。
i
原理とル 
ルとの区別は、「原理の衝突司江口比℃ぽロ  
芯ロ」と「ル  
ルの対立問。胃  
臣}且」においてもっと 

もはっきりとしめされる。すなわち、二つの規範が相互に両立不可能な結果に、すなわち二つのたがい 矛盾す
る法的判断にいたるとき、その解決の仕方は原理とル 
ルとで異なってくる。諸ル 
ルの対立は、対立を解消す

るための例外的な留保規定がル 
ルのひとつとして導入されるか、あるいはどちらかのル 
ルが妥当しないと説

明されることによってのみ解決されうる。他方 原理 衝突するとき、
一方の原理では何かが禁じられ、

他方の原理では同一のことが許可さ てい ようなとき、どちらかの原理が背後に退かなければならない。こ 

l
E E ω
Ets
場合、ル 
ルのように何らかの例外的な留保条件を組み入れることによって解決することはできない。むしろ、
一方の原理は他方の原理に対してある特定の「事情」 もとで優先されるのである。しかし のとき一方の原理が背後に退いたからといって、その原理が妥当しないという け ない。原理の衝突は、それぞれのケ 
スを
l
吟味し、このケ 
スではどの原理が優位にあるかを、その原理が優先されるべき条件を明らかにしつつ決定する
l
FS
l
l
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ことによって解決されるのである。
アレクシーはそこで、むしろドゥウォ 
キンの『権利論』
の衡量理論を参照し、諸原理は具体的なケ 
スにお
いて異なる「重み」をもち、「衝突事例」ではそのつどより「重み」のある原理を優先することになると説明する。たとえば、あるドライバーが交通事故を起こし、被害者がたまたま特殊な病気を患っていたため 、それほ
l
どの事故ではなかったにもかかわらず死亡してしまったとき、加害者は、被害者が特殊な病気をわずらっていた
o
ことに対してどこまで事故の補償を負うべきなのか。加害者の立場からすれば、「合理的に予見できなかった損害に対して責任を負わされるべきではない」という原理に訴えて、特殊な事情についてはその責任を問われないことを要求するだろう(少なくとも、致死に対する補償の軽減を要求するだろう)。他方、被害者(遺族)は「当人のコントロールの範囲外にある身体的な欠陥のゆえに、法が彼にあたえている保護の水準に関して不利 立場におかれるべきではない」(身体的 障害ゆえに法的 不利な立場におかれ はなら い)という原理に訴え、死至ったという事実を被害者 特殊性に還元しようとすること 反対するだろう。これらの原理 どちらもわれ
l
われが一般に受け入れている原理であり、しばしば競合することはあっても、相互に矛盾して るわけでは い。裁判官は、事故 状況を分析し過去の判例を参照す 同時に、われわれはど ような原理を重んじ だろうかを勘案して、現時点でもっ も合理的だと考えられる判決を下すこと なる。アレクシー こで、「原理の衝突」と「ル 
ルの対立」における解決の相違を、原理とル 
l
ルのもつ〈一応のロュ  
貯巳  
σ〉性格の相違として
説明している。原理は、「あることが相対的 法的な事実上の可能性において、可能なかぎり高い程度実現されることを命じ的」  
したがって、原理は「確定的な命令」ではなく、「〈一応の〉命令」だけしか内包していない。
ある原理があるケ 
スにおいて要求していることが、それだけで結果において妥当するということにはならない。
B ω
l
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だけでなく、「自立した存在
」にほかならない。シェ
原理は、それと衝突する原理がしりぞけられうる〈一応の〉根拠をしめすにすぎないのである。
アレクシ  
はこれらの「最適化命令」、「衝突法則」、「衡量法則」の三つの基本テ  
ゼにもとづいて、連邦憲法
裁判所の判決実務の特徴を説明する。他方、基本法の基本権規定を、他の規範に対する「原理」としての性格を
l l l
もっと同時に、その規定そのものは「原理」と「ル 
ル」の二重の性格をもつものとして理解する。基本法はま
l
ず、他の規範に対する最適な適用を要求する ゆえに「原理」としての性格をもっ。しかし、基本法の基本権規定そのものは、純粋な原理モデル しても、純粋なル 
ルモデルとしても理解することはできない。もし基本法
l
を純粋な原理モデルと見 すなら、基本法に付された「制限規定」について理解することができない。他方、基
r E
本法 なル 
ルモデルによって理解しようとするなら、基本権規範は何らかの「留保条件」をつけくわえる
ことが必要であるとしても、「衡量」なしに しう 規範と見なされることになる。しかし、無条件に保障されているル 
ルが存在するとしてもそれを構成するすべての要件が、かならずしも無条件に支持されるわけでは
ないばかりでなく、適用されるべき範囲について 準 「衡量」なしに定式化することはできない。したがって、基本法は原理とル 
ルという二重の性格をもつのである。アレクシ 
は、こうした原理とル 
ルの区別にも
とづく基本権論を展開しつつ、原 価値モデルに対して想定され 批判、と わ 「価値秩序」と「衡量」という構想に対する批判を検討す のである。
l
l
アレクシ  
はすでに『基本権論」のなかで、ドイツ連邦憲法裁判所が「価値秩序論」という方法論的に誤った
l
自己理解にもとづいて判決実務を行ってい いう批判 して反論を試み いお
l
により価値秩序の客観性という概念に向けられ 。たとえば、シェ 
l
ラ
l
にとって、価値は「妥当する向。
ラ 
は、ちょうど評価的命題「 
はよい」を記述的
l
l
A
l
- R
o
価値秩序論への批判は、な
ロ 」
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命題「 
は緑である」と同じものと理解し、価値を「共同的生の自立した事態寸巳 
」と見なすのである。
こうした直観主義的な価値秩序論に対しては、ひとはそれぞれ最適な条件のもとで価値評価をするのだから、価
A
値評価に対する決定的な基準は存在しないと、つまり価値は「明証性」にかかわる問題ではないと反論することができる。したがって、ハ 
バ 
マスの批判は直観主義的な価値理論に対しては正当であるが、価値理論一般を
否定するものではない。アレクシーによるなら、連邦憲法裁判所の判決実務が基本権の価値を衡量することに
a B g g t g ω E - ω
よってなされているとしても、それはシェ 
ラーやハルトマンが主張するような「実質的価値倫理学」にもとづ
くものでは く、また何かあらかじめ「価値序列秩序」が想定されているわけでもない。アレクシーはそもそも、
l
I
一般に「基本権的な決定をすべての事例において間主観的に説得力をもって確定するような価値や原理の秩序は
I
不可能であお」、と説明し 。尊厳や自由、平等、共同体の福祉といった個々人の基本権に関して、重要となりうる具体的な価値秩序の完全なカタログを作成すること できない。しかし、そうした ハードな秩序」は不可能であ として 、「ソフトな秩序」 考え ことができる。ソフト 秩序は、ある特定の価値や原理に
l
〈一応の〉優位があたえられていることと、具体的に優位決定がネットワーク化されていることをつうじて成立

する。つまり、アレクシ 
は、個人の自由や平等あるいは公共財をめぐる原理の衝突が生じたときには「論議の

負荷(論証責任)〉 
とが課せられ、また価値や原理の具体的な優位決定については連邦憲法裁判

所の判決実務によって実現されていなければならないと う前提の に ソフトな価値秩序を主張す のであ
る 。 

「衡量」という構想に対する批判は、それが合理的な判決を下す方法をあたえるものではないということにあ
る。たしかに「衡量」は、いかなる事例に対しても必然的 帰結をもたらすような手続きではない。 かし、だ
gnFO
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〈論 説〉
優先されるべきかを心的事象ではなく、「論議〉
H m c E g g t o
ロ」における合理的な「根拠づけ」を?っじて決定
するのであお
o
バ
マスの主張する原理の「義務論的」な地位
ハ
1
バ
マスが原理の概念を価値の概念から境界づけ、原理は「義務論的」な
からといって衡量が裁判官の主観主義、決断主義をもたらすものであり、「非合理的」な手続きであるというわけではない。
アレクシ 
1
は、「衡量」  
の二つのモデルを区別する。「決断モデルロ 
。 
。含ロ」は、どの原理
Z
が優先されるかを合理的なコントロールの不可能な心的事象に関係させる。「根拠づけモデル は、どの原理が
l
「衡量法則」そのものは、それによって諸々の諸事例が決定されうる尺度をあたえはしないが、
合理的な司法的「論議」と結びつくことによって、何が合理的に根拠づけられなければならないか、その基準をあたえるのである。
つまり、対立する原理の一方を実現することの重要性を主張することによって、他方の原理
l
が侵害され ことを正当化しよう するとき、
一方の原理の重要性と他方の原理の侵害の度合いを衡量すること
が問題となるのであ 。したがって、基本権の価値理論は基本権上の自由を破壊することにつながり、それは憲法を不安定なものにする可能性があるという批判に対しても、衡量という構想は十分に法的安定性と調和しうる、と主張するので 。
l
アレクシ 
は、こうした価値モデルにもとづいて、さらにハ

を批判している。
アレクシ 
は 、 

意味 もち、価値は「目的論的」な意味をもっ点を強調す ことによって、
一般に規範に認められる「当為含
ω

。2
。 ロ  
」と「善己訟のロ件。」という古典的な二元論に対応する区別を強調することは、同意すべきものであるこ

とを認める。これに対して、 規範の当為妥当は無条件の普遍的な義務 いう絶対的 意味をもっ」という、つ

l
まり「当為がすべての者に対して同等によいことを要求する」というハ 
l
バ 
マスの主張には問題があると批判
l
するのである アレクシー よるなら、法原理は道徳規範とは異なり、すべての人間にとって同等によいものを
I
RE
EB
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いうのではなく、具体的な法共同体に属する「市民」の生活連関を秩序づける。したがって、たしかに法原理は
l
道徳的なあるいは倫理的な論拠に対しても聞かれていなければならないとしても、普遍主義的に絶対的な拘束力
l l
をもった規範として定義することはできない。なぜなら、そうでなければ法原理は完全に道徳規範とされてしま
l
うからである。したがって、法原理の「義務論的」な性格は、絶対的 ものではありえない。そうであるなら、原理は「最適化命令」として理解されるべきである、とアレクシ 
は主張するのである。
l l
l
( 2 )  
自由主義的基本権論と民主主義的基本権論
アレクシ 
とハ 
パ 
マスのこうした議論の相違は、基本権をどのように理解すべきかという問題にかかわっ
ている。アレクシ 
の説明によるなら、戦後ドイツの憲法上の言説では、基本権を自由権を中心にして理解すべ
きなのか、政治的参加権を中心にして理解すべきなのかをめぐって、自由主義的基本権論と民主主義的基本権論がとなえられてきた。前者は基本権とは抵抗権から生まれたものであるという考え方から出発し、後者は基本権とは社会を構成するための民主主義的な権利である う考え方から出発する。規範の「義務論的」性格を強調
するハ 
パ
1
マスの理論は、後者の立場の絶対的優位を主張するものにほかならない。アレクシ 
は、ハ 
パー 

マスのこうした議論に対して、後者の立場の〈一応の〉優位を認めつつ、前者の立場を擁護 のである。

アレクシーによるなら、法規範は道徳規範とはちがい、具体的な法共同体の市民の生活連関を秩序づけるとい
う意味で、「義務論的」な性格の強い概念にしたがうことはでき い。こ したアレクシ 
の批判に対して、
l
ハ 
バ 
マスは『他者の受容』のなかで、「義務論的」という概念をある領域に限定されたものとして性格づけ、
この「義務論的」なものの弱められた概念にもとづいて、衡量 最適化は「正 さ」というカテゴリーと両立不
l
l
l
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〈吾ふ
ロ而 説〉
可能であることを再度主張している。
アレクシ  
は 、
ハ 
バ 
マスのこのような議論に対して、「衡量とそれに
よる最適化は、正しさ仏
gESt
向。と両立可能であるばかりでなく、また正しさによって要請される」と反論す
p
る。アレクシーによるなら、衡量が司法的判断の「根拠づけ」や「正当化」のひとつの「手続き」であることは、
H ι
たとえば報道の自由あるいは知る権利と、「人格権」あるいはプライバシーの侵害が衝突するような場合、「人格
I
l
権の侵害」がどの程度かが問われなければならない、ということを考えてみれば、容易に理解 ことができる。
l
判決においては、権利の侵害の度合いを確定することは決定的な意味 になっている。した って、衡量によって「正しさ」の領域が失われるわけではなく、むしろ判決は対立する諸原理の段階づけを要請しているのである。
また、ハ  
バ 
マスが「他者の受容」のなかで、衡量あるいは最適化モデルでは、個人的権利が場合によって
は集団的目的のために犠牲にされてしまうの いか、 いうことを問題にするのに対して、アレクシ 
は 、
たしかに最適化モデルは個人の権利を公共財 ために過 に制限してしまう危険を排除できないし また「義務論的」モデルがいかなる公共財に対しても基本権 厳格 優位を主張するならこの危険を排除しうるかもしれない、という意味で「義務論的」モデルの〈一応の〉優位を認めつつ)、他方、個人的権利はむしろ「最適化」と
l
「衡量」を?っじて保障されうるものであることを主張する。つまり、権利は原理構造をもつがゆえに侵害の度
合いが強ければ強いほどより強い抵抗をしめす であり、そ かぎりで原理理論は基本権 さらす では
なく強めることになる、というのである。ただし、形式的な議論だ 十分ではなく、個 的 利の「実質
的」理論がつけくわえられる必要 あるという意味で、公共財に対する個人的権利の
〈一応の〉優位を認めるの 

I
l
である。
気 」  
り 
戸 、
ハ 
パ
1
マスが、規範的タイプの言明を価値的タイプの言明へとひそかに同化することは、価値から
l
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はっきりと区別されるべき当為妥当の要求を法から奪うことになり、それによって「実定法が安定化のためによりどころとすべき正当化の強制力」を消し去ってしまうことになると、だが実定法は違反する人格の権利に対して厳罰をも て処することが許されているのだから、そうした普遍化可能な正当化の強制力にもとづくものでなければならないと主張するのに対し初、アレクシ 
はハ  
バ 
マスの基本権論では「政治的権利」が特権的な役
5 ε s g
割をになっているこ を問題にしている。『事実性と妥当』では、「時間的・人格的・事象的に偶然的な論議」が「普遍的な妥当要求」と結びつくときのさまざまな緊張関係が、つまり国家の強制と合理的な「根拠づけ」、実定性と正統性、私的自律と公的自律のあいだ 緊張関係が重要な問題として検討されている。 こでハ 
バ 
マ
スは、自由で平等な市民と う地位の「自己関係性」を強調する だが この「自己関係性」においては、いかに法的自由と事実上の自由との、法的平等 事実上の平等とのあいだ 緊張関係が 政治 自律」を行使すること よって解消されうるかが問われる。つまり、ハ 
バ 
マスの「権利の体系」は、「政治的権利」を中心と
して構成された「手続き的な権利の体系」なのであり、 かしそこに問題があるという である。
アレクシーによるなら、基本権は一方において「民主的なもの」であると同時に、他方において「非民主的な

ものロロ含白鳥  
」でもある。基本権が「民主的」であるのは、「それが自由権と平等権を保障することに

l
よって、総じて民主的なプロセスを継続する能力 あ 人格 展開と存在を保障する」からであり、「それが、
l
l
思想・報道・放送・集会・結社の自由ないし選挙権やその他の政治的 由によって、民主的なプロセスの機能的
l
I
条件を保障する」からである。他方、基本権が「非民主 」であるのは、「それ 民主的 正統化された多数者である立法者をも拘束することによって 決定 限を剥奪する からである。アレクシ 
は、ハ  
バ 
マスの
「手続き的法パラダイム」には基本権の後者の性格が欠けていると批判するのである。理想的には、法共同体の
l
l
l l
l
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すべての構成員の同意を見いだすこととなった法規則のみが効力をもつような政治的状況を想定することはできる。ハ
o
l
パ 
マスがしばしば主張する「法の名宛人と法の起草者の同一性」は、このモデルにおいて完成されて
いることになる。この理想的なモデルにおいては、
いかなる規範もすべての法共同体の構成員によって同意され
ているのだから、基本権 侵害は生じることはない。しかし、実際に政治的な意見形成・意志形成が成立する民主的プロセスを検討す なら、基本権と民主主義とのあいだにも「事実性と妥当の緊張関係」が生じると理解しなければならな吋
o
ハ
l
バ
l
マスは、多数決ル 
ルは基本権による少数派の保護によって制限されうることを認
めているが、アレクシーによるなら こと 具体的な憲法 基本権だけでなく、「権利 体系」そのものにも関係するのである。アレクシ 
l
は、ハ  
バ 
マスが「自由権」は、「政治的自律」を行使することをはじめて可
能にする条件 のであって、可能 条件は それが構築するものに か る制限を課すものではないと主張するの 対して、こ 議論は自明 を言っているにすぎ いか、誤りで ると批判する。もし政治的自律が
I
自由権を顧慮しこれに違反す こと く理想的 かたちで実現されてい なら、立法者のこの意味で理想 主
l
権は、自由権を顧慮することは自由権の定義の一部に っている だから、自由権 よって制限されるこ はあ
l l
りえない。しかし、こう た理想化 なされ いとする ら、自由権は立法者の 権 概念のうちに含まれていないのだから ちょうど知性がチェスを構成するも ではないのと同様 、自由権は立法そ も を構成 わけではない。自由権によって構成さ 、選挙権から議会の議決につ ての規則に たるま の権限 かかわる規範のみであって そう た規範によってあたえら 立法者 権限は、自由権によって制限されう のであお 
したがって、「事実性と妥当の緊張関係」は、基本権と民主主義の関係においても不可避であり、これを
解消しようとする ら、結局 理想主義かパタ 
ナリズムに、
つまり、あくまで基本権が立法者の合理的な統制
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のもとにあるべきことを主張するなら理想主義に、
いかなる者も自分の事件の裁判官になることはできないと
いった論拠をもちだして憲法裁判権を支持しようとするなら容認しえないパタ 
ナリズムに陥ることになる。問
I
題は、憲法裁判の制度的なディスクルス 、制度化されてい い意見形成・意志形成の循環へといかに埋め込むかにある。アレクシーによる ら、それは憲法裁判所の制度化されたディスクルスと、市民の制度化されていないディスクルスを がい 関連づける「実践」によってのみ解決されうる。この解決はたしかに完全なものではないし、基本権と民主主義のあいだの緊張関係を解消するも ではないが、この緊張関係を和らげてくれるはずのものなのである。
I
l
ハ
バ 
マスの「手続き主義的法パラダイム」のひとつの帰結は、「政治的基本権とその一部の基本権の重要
性が、内容から って私的自律のみを保護する基本権とその一部の基本権 重要性 対して優位にある」 いうことにある。アレクシーによるなら これはまさ 民主的基本権論の核心にあるものであり ドイツ 憲法上の言説のなかで 以前 自由主義 基本権論に対して、 主義的あるいは社会国家的基本権論が主張してきたものなのである。マウス また、自由主義的基本権 に対して民 主義的基本 論を擁護している。基本法は戦後、人民主権は人権を危うくするという見解のもとに、あたかも権限の原則を決定した官僚エリートではなく、人民がナチスを選挙によって当時の得票率は三三パーセントだった もかかわらず権力 座 つく手助けをした
l
かのように あたかもすで ヴァイマ 
ルの国民会議で民主主義に対する不信感を表明することでその地位を確
l
立した連邦大統領では く、国民投票がヴァイマ 
ル共和国を崩壊させたかのように、すでに実現されていた決
定に対する独裁政治的に演出されていた正統性 獲得で なく、ナチの国民投票が「草の根民主 義的」 行動であったかのように過去を構築する よって、人民主権の原理に対抗する武器と 投入されてきた。マウ 
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〈論 説〉
スは、基本権がもはや国家装置を拘束するものとして理解されるのではなく、司法へとそのつど社会状況を顧慮し基本権を擁護し具体化する機能が引き渡されてしまっ いることを、人民の基本権が連邦憲法裁判所をつうじ
I
て人民に対して保 されべきるものと見なされているこ を批判するのである。つまり、まさに基本権の優位を
l
主張することが、基本権の没落と結びつき、人民主権の原理を実現しよう することによって形成されてきた基
l
本権は、国家権力を制限するという意図を失い、「権限付与尽 
空白色の規範として機能することになった
というのであ刻。司法と行政が「超実定法的」論議の資源を纂奪 、もはや自由権は国家装置をコントロールするのではなく、国家装置によってコントロールされる。マウスは、基本権は、連邦裁判所をつうじてそのつど新たな状況に応じて規定され、ベータ 
・ ヘ  
ベルレが主張するように、基本権は個々の紛争事例において「新た
に発生する」 う結果にまでいたっ い 主張するのである。
l
ハ 
バ 
マスもまた、マウスと同様に民主主義的基本権論を擁護し、政治的基本権の優位が保障されないと、
第三者の中立的な立場にある裁判官が決定的な役割をはたす司法 ディスクルスと、非当事者の存在しえない立
l
法のディスクルスとの区別が いまい なり、立法と司法 の権力の分立が維持 な と主張する。それに対してアレクシ 
は、民主主義的な政治が行われるためには政治的基本権の優位が保障されるべきことを認めるの
だが、しかし、政治的基本権はあくまで〈一応の〉優位 し 解釈されるべきものであり、政治的基本権の絶対的な優位をとなえることは、むしろ司法権を立法権に従属させることになり、その分立を脅かすことにつながると反論するのである。政治的基本権の〈一応の〉優位は、ひ つの秩序 あ え ことになるとしても それは絶対的なものではなく、対立する根拠がより強いものであれば再構築されうるも なのである。いかなる解決が正しいと見 され べきかは、そのつど関連 根拠 重みによって決定 、そ ときそ 根拠は 自由 義
B f F t
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的基本権にも政治的基本権にも関係しうる。自由権が政治的自律の不可欠の前提であることは、それらが衝突しえないことを意味するわけではなく、む ろ、政治的自律はつねに自由権との衝突を?っじて適切に認識されるように るのである。その際にどの原理に優位性が認められるかは、ディスクルスにおいてのみ決定されうる。したがって、政治的基本権と自由主義的基本権との緊張関係は、つねにディスクルスをつうじ 適切な秩序へと導くことができるのである。
他 方 、
マウスは、ドゥウォ 
キンが「諸原理をなおも個人的権利の保障として理解し、公共財と関係し立法権
l
の権限領域に属する〈諸政策 
〉から区別した」のに対して、アレクシ 
が「個人的権利と公共財とを諸
I
原理 等価な対象として統合することによって、いっそう憲法裁判権に譲歩している」ことを批判しているが、たしかにこの点に関するマウスの批判は正当であると える。そもそも憲法は、その超実定的性格のためにより高い地位を なっているのだ 、近代法 正統化モデルが「再帰的 
也〈」構造をもっているということは、
BP
「正統化の諸根拠が、そのつど決定手続きにあらかじめ含まれていなければならない」ということを意味する。したがって、憲法裁判所は、「憲法解釈の方法もまた、なお憲法 一致していなければならない」という原則にしたがわなければならないにもかかわらず しかし実際には、 「衡量」による判決の諸根拠をみず ら生み出していることを、マウスは問題にす である。国家権力 対してその憲法上の制限を規定し、個別ケ 
l
おける怒意を制限する必要があるのだが、自由権をめぐる諸原理の衝突が議論され とき はそれほど問題ではないとしても、公共財が諸原理として認められる れば自由 を脅かす可能性があ というのである。しかし、そもそもマウスの主張は、普遍的自由権をすべての実定法の状態を 礎づけるアプリオリな諸原理と て 「立法に対抗する諸権利」ではなく、「立法への民主的 参加権」を構築 原理と 根拠づけ こと ある。つ
3 - w w ω
スに
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〈論 説〉
まり、市民の自由権は、国家によって承認されあたえられる権限なのではなく、もっぱら人民だけが立法者に対する自由権を行使できるのであり、自由の諸領域は、「前実定的で、先在的買 
な自由の使用への権利を
l
実定法をつうじて承認すること」を?っじて市民自身によって確 され獲得されるというのであお 
アレクシ
の主張もまた、自由権は実定的であると同時に、「超実定的」権利として、国家機関の干渉に対して私的領域を防御する「前国家的法原理」として理解されなければならないというこ にある。したがって、公共財が原理としての機能をはた のは、あくまでそれが自由権の保障を目的とする場合にかぎら ると理解されるなら、アレクシ  
の主張はかならずしもマウスの主張と相容れないものではない。
自由主義的基本権論によるなら、主観的自由権はいかなる民主主義的ディスクルスに対しても上位にあるもの
として主張される。他方、民主主義 基本 論によ なら 主観的 権は民主 な参加権とコミュニケーション的権利に対する機能的な意味だけが強調される。しかし、 義 基本 と 参加権 いう概念は、これら二つの基本権相互の内 概念的結びつきなしに 不完全 ままにとどまる。一方にお て、民主 ディスクルスは、自由主義的な基本権がすでに歴史的にあるいは制度的に具体化された形式 うち 承認されて るときのみ成立しうる。つまり、そこでは基本権のある特定の制度化や具体化が、民主 ディスクルスの前提となっている。他方において、何がそのつど基本権の正しい解釈、具体化、制度化であるか というこ につ は、
l
民主的なディスクルスを うじ 、つまり立法、司法、憲 裁判所をつうじてはじめて決定されうる。したがっ
l
て、基本権と民主的ディ クルスとのあいだには、ハ 
バ 
マスが、またギユンタ 
が主張するように循環的構
造がある。しかし、 観的な自由主義的基本権な に 民主的なディスクルス 成立 え いし、そうした自由主義的基本権は、もっぱら民主的なディ クルスを うじてのみ解釈され具体化され ることは、相互に緊張関
u o u n - 2 0 E
l
o
l
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係にあることをも意味している。つまり、民主的なディスクルスにとって、自由主義的基本権はその可能性の条件であると同時に不可能性の条件でもあり、民主的ディスクルスは、自由主義的基本権を具体的な法的、制度的形態をつうじて成立させると同時に制限するのである。
l
( 3 )  
基本権と民主主義
l
ハ
1
バ 
マスは、「人間」の権利としての「人権」は、「市民」の権利を実現する民主主義によってのみ保障さ
れうることを主張する。主観的権利とは人民主権を行使するための必要条件であり、民主的 律を保障する政治的権利によってこそ人民主権は完成される。ハ 
バ 
マスによるなら、形而上学的、宗教的世界像の権威が消滅
したポスト形而上学的な時代においては、法の名宛人は 法の起草者 なければならない。市民は、政治的連帯を形成するための法体系が自分たちによってもたらされるかぎりで、みずからの義務もまた正統なものと考えることができる。主観的権利は、 的自律のこの基盤のうえに根拠づけられなければなら い。たとえば言論の自由の権利は、共通の政治的意志の形成を可能にすることにその意味をになっている。つまり、
l
スは人権を、近代的法治国家を構築する規範的原理としての民主的自律 うえ 根拠づけるのである。それに対
I

l

して、アレクシ 
は、「権利の体系」は「非民主的なもの」を含んでいると主張する。「非民主的なもの」とは、
主観的権利と政治的権利の循環的構造に還元されない権利 構成す ものであり、行為規則において「自由権」のうちに内包されているも である。それは、ア 
レントが人権と市民権のあいだのアポリアとして問題にした
ものであり、とりわけ基本権を具体化あるいは適用しようと とき 現れ くるものにほ ならない。
ハ 
パ
1
マスによるなら、「人権」とは実定法のうちへと変換された法規範をつうじて保障されるときにのみ、
ノ、
ノt
マ
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〈論 説〉
行為を拘束する法として憲法の基本権のカタログへと組み入れられるときにのみ十全に展開されうる。しかし、
系 
L一
そもそも人権は、「ディスクルスの規則包 
巳ロ」から直接的に導きだされるわけではない。ディスクルス
l
参加者の自由と平等は、論議に参加しようとするとき回避しえない前提であると考えることができるとしても、
l
人権はそれではまだ根拠づけられたことにはならない。アレクシ 
は、「人権」を行為規則としてディスクルス
理論的に根拠づけようとするな 、「自律」、「合意」、「民主主義」が「ディスクルス 規則」から行為規則を導きだすための「論拠」としてディスクルス理論的に根拠づけられ、そのう で、 の規則」から人権としてどのような行為規則が必然的かがしめされなければ らないと主張すお 
アレクシーはそこで、自由権
が自己決定を保障するための 規則として 政治的権利が平等を保障するための行為規則として「権利の体
へと導入されようとするとき、それらがいかに心的事象にかかわる「決断ロ 
ぽ 
とは異なる意味での
「決断開口宮各包含口問」という契機と関係することになるか、さらに民主主義という制度がこれらの権利を保障するための枠組みとしてどのよ 性格をになうことになるかをしめそ してい 。
ω E 5 5 m
Z E g m
ハ 
バ 
マスは、自由権をディスクルス参加者が前提とすべき「自律」の原理から根拠づけようとする。しか

し、たんに道徳的な真理や正 さに興味があるというにすぎない者は、「まじめに
σ B E E P
」道徳的ディスクル

スに参加するとしても、かならず も「自律」の原理 前提に とはかぎらない。アレクシ 
は「自律」の原

理を行為規則として根拠づけるためには、 まじめに」参加するという意味で理解するだけではなく、さらに他
者の「自律」を尊重 ように「決断開己完 
」することが必要であることを強調している。

l
スも認めているように、
ディスクルスによって生みだされた合意は、それが疑問に付されるときも、
つねにデイ
スクルスによってコントロールされつづけ ければならない。さまざまな紛争を、
ディスクルスによって生みだ
oR
ZE
l
ノ、
ノ1
マ
122 

ハ}パーマスのディスクルス倫理学と九0年代ドイツの人権政治(5 ) 
l
ハ
1
バ 
マスの「権利の体系」では、基本権は政治的プロセスに対してあらかじめあたえられているだけでな
律
されコントロールされた「合意」をつうじて解決しようとする者は、「対話のパートナーがみずからの行動を、十分な検討のすえに正しいと、したがって妥当だと判断する原理にしたがって方向づける権利」を受け入れる必要がある。社会的紛争をディスクルスにもとづく「ム旦思」によって解決しようとする者だけが、道徳的なディスクルスにまじめに参加するのである。他方、紛争を自由に承認された諸原理をつうじて解決しようとするなら、行為をその諸原理にしたがって評価す ことをしめしただけでは、まじめにディスクルスに参加する義務を根拠づけることはできない。
アレクシ  
は、「他者の自律を尊重するように決断した者」に対してのみ、「自律」の原
l
理は妥当すること な と主張すお 
o
ここで「決断」の意味は、主観的な動機づけを超えて妥当する。道徳的正
しきゃ他者の「自律」 興味をもたない人間にとって 「自律」の原理は何の重要な動機づけに関する力とはなりえない。しかし、そのよう 人間 とっても、この原理の客観的な妥当が根拠づけられうる。みずからの利益の最大化にしか興味 ない者にとっても、みずからの社会的地位を正統化しようとするなら、あたかも自分がディスクルスの規則にしたがっているかのように振る舞わなければならない。つまり、ディスクルスをつうじて正統性を獲得しようとする者は、ディスクルスにおいてあたかもディスクルスのパートナー 「自律」を受 入れているかのように振る舞う必要がある。こうして ディスクルス 行為 の分離は乗り越えられ、ディスクルスにおける自由は行為の領域へと拡張され、「自律」のディスクルス理論 原理から「権利の体系」として「自
への普遍的権利、
つまり、「だれでも何が禁止され、何がよいかを自由に判断し、そのように行為する権利
をもっ」という「普遍的な自由権」が導 れる なる。く、「自律」の公的使用をつうじて生みだされな ればなら い したが 、「合意の 」が 自律 原理  
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の不可欠な補完をなすものとして要請される。すなわち、「人権の平等」がディスクルス理論的に根拠づけられなければならないが、
アレクシ  
は、そのためには理想的なディスクルスが「人権の平等」 
の不可欠の前提とな
りうることが、また「人権の平等」が「自律の原理」を補完しうることが明らかにされる必要があるだけでなく、理想的な合音ゅは「仮説的」にしか想定 えないとすれば、実際のディスクルスにおいてはどのようなディスクルス的な可能性が受け入れ れるべきか「決断」するこ が必要に ると主張する。そもそも理想的なディスクルスが「人権の平等」 前提と りうるためには、まずそこで同意された規範 道徳的な妥当性をもつことが、また理想的なディスクルスへの参加が正しさに関心をもっ者だけでなくすべての者に意味をもつことが、さらに理想的なディスクルスに参加する者はそこでかならず人権 平等に同意することがしめされなければなら
l
ない。こうした問題に対しては、理想的なディスクルスは明断さ、情報、不偏不党性によって特徴づけら るが、このような前提のもとに正しいと認識された規範が正しいことを否定する者は、そもそも規範 正しいことを、したがって道徳的妥当を主張しうることを否定し ければ らない 、また 利益の最大化に か興味 ない者にとっても、みずからの社会的地位を正統化しようとするなら あたかも正しさに関心をもっている のように振る舞わなければならないと さら 「ディスクルスの規則」にしたが 、正しさへ 関心をもっていながら、理想的条件において人権の平等に同意しない者は、そもそも べての関与者によって検証不可能な論拠から人権の平等を否定するのだから、定義上、理想 ディスクルスの参加者ではあ え いと想定することが き 。また「人権の平等」と「自律の原理」と 関係 ついては、実際には誰も理想的なディスクルス 参加したことはないし、参加す こ はないとすれば、にもかかわらずその結果としての「人権の平等」について言及しうるのか、ディスクルスの前提 の「自律」はかならず な配分を帰結し、理想的 ディスクルスはか
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ならず正当な利害関心としての「自律」に同意することになるのか、問われなければならない。こうした聞いに対しては、われわれは経験的に、ある特性をもった人格の支配のために平等の権利を放棄することは、いつでも危険なものであることを知っているがゆえに、理想的なディスクルスの参加者たちは、そうした経験から政治的エリートによる支配はいずれ乱用され 可能性があり、したがって彼らのためにみずからの権利を放棄する とはないであろうと、また、人権の不平等な配分は、それがすべての者にとってより多くの「自律」へとつ が場合にのみ妥当することになるが、歴史的経験からそれはきわめて不確実であるがゆえ 、ディスクルスの前提としての「自律」は人権 平等 配分 帰結するだろうと さら ま 、「自律」は「合意の原理」によって強化されるかぎり、理想的ディスクルスにおける正当 利害関心と見なされるであろうと想定することができる。こうして「合意の原理」からは、人権の不平等な扱いは同時に政治的自律が拒否され いることを意味する、政治的権利が導かれる。「なぜなら、不 人権においては、ディスクルス おい 支配する論議 自由 平等合理性のために、人権 不当な分配に対する論拠は持続性をもたないからであお」 
o
政治的自律を評価する者は、
政治的権利 不平等な配分を拒絶しなければ ない。したがっ 、「合意の原理 と「自律 原理 結びつきは、人権の平等な配分 だけが、 想的な の可能な結果であることを帰結 る。他方、こ よう「人権」をディスクルス理論的に根拠づけるためには、現実の人格が理想的条件でなければ到達することのできない仮設的な合意を想定し ければならない。したがって 「権利 体系」のこのような根拠づけは、そもそも理想状態を想定しなければならないがゆえに、 権利の体系」はけっして十分 かたちで具体化さ えない。実際には誰も理想的なディスクルスに参加したこと し、参加 こと いとすれば にもかかわ ずその結果としての「人権の平等」について言及しう のか と う妥当の問題と、すべて 当事者の 理的な合意  
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いう理念は必然的であると同時に不可能であるとすれば、民主的な決定は、けっしてすべての当事者のディスク
l
ルスをつうじた合意に依拠することはできない、という事実性の問題は区別されなければならない。アレクシー
l
は、ここで問題となるのは「正当性への利害関心」 ディスクルスによって獲得 た可能性に現実性をあたえることにかかわる「利害関心」であると論じていお 
ディスクルス参加者の利害関心が、すべてのものの境界を
l
打破しようとする「普遍性」という性格をになっ るのに対して、この利害関心は、対立する利害関心に対し
l
て貫徹されるかどう についての「決断」とつねに結びついている。
したがってそれは、「ディスクスの規則」から行為規則としての「権利の体系」を根拠づけようとするなら、
ハ 
バ 
マスは否定しているが、その根拠づけはいずれにせよ形而上学的な性格を拭い去ることはできないとい
l
うことを意味する。
アレクシ  
は 、
ディスクルス的根拠づけが形而上学をまぬがれない理由を、ディスクルス参
加者の利害関心が、ディスクルスの「普遍的なもの己 
ロ228F
の打破する力」に依存するかぎり、それはそ
もそもカントの超越論哲学の考え方 沿ったものであり、内在的形而上学の 性の地平にあることに認めてい刻。これは「構成的な形而上学」として、まさ 個々人 自己解釈 自己形成にかかわるハ 
バ 
マス的な意味
での「コミュニケーションの構造」に負うものであり、伝統的な形而上学に対置されるものにほかならない。し
ogd
たがって、ハ 
バ 
マスは形而上学から自由な道徳が可能であると主張するが、アレクシ 
は「人権は合理的で
普遍的な形而上学なしには不可能である」、と主張するの ある。しかし、まさにそれゆえ 、アレクシーによるなら「民主主義原理」によってしめされ ような政治的プロセスにおける解決が要求さ る である。「デイスクルス原理」は、意見形成と意志形成の民主主義的手続きを法的 制度化す ことをつうじてのみ近似的 実現されうる。  
つまり、民主主義においてのみ、正しさあるいは正統性への接近が可能になるのである。また同時
l

I

l
126 

ハーパーマスのディスクルス倫理学と九0年代ドイツの人権政治(5 ) 
に、ディスクルス的合理性の要請が近似的に実現されうるような民主主義は、政治的な基本権と人権が妥当し、十分 平等なチャン をもって行使されうるときにのみ可能になる。政治的基本権と人権の行使は、平等なチャンスをもって、生存の権利や最低収入の権利、教育の権利などのいくつかの非政治的基本権や人権、つまり社会権が平等のチャンスをもって妥当し実現することを前提とするのであ 。したがって、「正しさと正統性に関心をもつものは、民主主義に 関心をもたなければならない」 いう命題と、「民主主義に関心をもつものは 基本権と人 にも関心をもたなければならない」という命題が同時 妥当しなければならない。「民主主義の論拠」の意味は「基本権と人権のまなざしを民主主義的な手続きと制度化に向けること」にあり、それによって「ディスクルスの理念は基本権と民主主義があらゆる緊張にもかかわらず分離不可能なかたちで結びついている民主主義的な憲法国家 おいてのみ実現さ うる」ことが明らかにな 。こうしてアレクシ 
1
は、「人権」を行為規則としてディスクルス理論的に根拠づけようとするとき、すなわち、

自由権を自己決定を保障するため 行為規則として、政治 権利を平等を保障するため 行為規則として「権利
の体系」へと導入しようとするとき、それらが「決断」という契機を含んでいることを、それゆえに民主主義と
いう制度がこれらの権利を保障 ための枠組みとして必要に ること 明らかにするのである。つまり 人
権」として「ディスクルス理論」から導かれる行為規則は 他者 自律の承認をめぐる「決断 ディスクルス
的な可能性を受け入れるかどうかについての「決断」を含んでいる。民主主義の諸制度は、人権がそもそもそう
した事実性と妥当との緊張関係を内在させている ゆえに要請され のであ 。

したがって、一方において、ディスクルス理論が民主的自律を、民主主義的な憲法国家を要請すればするほど、
民主的自律に還元されない人権の原理が不可欠なもの して要請されるこ に る。アレクシ 
は、「権利の体  
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系」のディスクルス理論的根拠づけの形而上学的性格を問うとき、他者を平等な権限をもっディスクルスの参加者として承認することの意味を強調している。「個々人がさらにディスクルスをまじめに遂行するとき、他者を自律的なものと見なしているのである。他者を自律的であると承認することは、他者を人格として承認することにほかならない。しかし、諸人格は価値と尊厳をになうものであ的」 
アレクシ 
が「権利の体系」のディスク
ルス理論的根拠づけから行為規則 しての「自由権」 導きだそうとするとき、「自律」の承認には二重の意味
I
が、つまり、他者の「自律」を権利を構成する源泉と 承認すること 、他者を人格 して、人格の価値と尊厳を承認することの二重の意味があたえられてい 。したがって、一方 、民主的自律が 権利の体系」を構築する原理として要求される、 同時に、他方で、いかなる人格もいつも目 れ自体としてあっかわなければならない、というカントの原理に訴える「非民主的なも 」の概念が要請され のである。
チャールズ・ラ 
モアはリベラリズムの立場から、ハ 
バ 
マスが立法の民主的手続きよりも高い審級を認め
ないのに対して「人格の承認」という道徳原則という審級を強調している。ハ 
パ 
マスが民主的自律を近代的
法治国家 唯一の基盤 認識 いるのに対して、ラ 
モアは民主的立法は、人格の承認という道徳原則にもと
づいてい ければならないが、この原則はあらゆる根拠づけの前提となっていて、いつもすでに妥当なもの 見
l
なされなければならないと主張する である。ハ 
バ
l
lマスが、主観的権利を民主的自律を保障する政治的権利
l
のもとに根拠づけ、民主的自律を近代的法治国家 唯一の規範的基盤と理解す に対して、ラ 
モアはむしろ
l
人民主権は基本的な「主観的権利 承認」に由来す ことを強調す なぜ法の名宛人 法の起草 としても理解されうるのか、なぜすべての者が受け入れること でき みが 正統 政治的原 りうるのか、と
o
問いかけるなら、そもそも法の起草 と名宛人との同一性を阻止していた慣習的 世界像の権威が消滅したと答
l
l
I
I
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えるだけでは十分ではない。なぜなら、そうした世界像の権威は多くのひとびとにとっていまだなお生きているからであり、また、そうした世界像が信じられなくなったからといって、それは起草者 名宛人との同一性を根拠づけるのに十分な理由とはならないからである。たとえば、慣習的な世界像 権威が消滅したとしても、社会の福祉の総体を最大化する政治的原理を優先するという選択もありうる。そもそも、政治的正統性の概念、とりわけ政治的法原理は、場合によって 暴力によって貫徹されることも許されるという点で、道徳的規範から区別される。こうした政治的正統性の概念に対して、ラ 
モアはつぎのように主張する。「法の起草者と名宛人の同
l
一性を要請することは、すでに妥当だとみなされねばならない道徳的原則に、つまり、だれも の行為規範の妥当性を理性的に認識できないときには、その行為規範にした うことを暴力によって強制されない、という道徳原理に依拠しているのである。こ 原則 いかなる人格も つも目的そ 自体としてあっかわなければならない、というカントの原理を理解するやり方にほかなら 吋」 
o
こうした原則は、慣習的な世界像にしたがって道
徳原理の起草者と名宛人の同一性を信じていない人間によっても受け入れ れう ラ 
モアは、この原則こそ
l
が「主観的権利」を、ふつう 主観的権利よりも根本的 あるが、それと構造的に類似する権利を表現してるのだと 張する。道徳原則は、「人格の尊重」にもとづかなければ 。「市民は、この原則 すでに受け入れていて、その決定の妥当性をこ 条件 もとで判断するとき み、法の起草者として理解されうるのである。この原則がわれわれの道徳意識のもっとも深い層 ひ つを、われわ の考察の歴史的に位置づけられた出発点を、わ われ 根拠づけというもの 想定しうる枠組みを形成するのである」。 たがって、 のよ な意味で主観的権利は、ハ 
l
パ 
マスが主張するように、人民主権の概念から演縛されるべきなのであり、民主的自
律は、主観的な基本権の承認に依拠すべきなのである。ラ 
l
モアによるなら、ラディカル・デモクラシーはリベ 
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ラリズムとしてのみ可能なのである。
マウスもまたラディカル・デモクラシーの立場から、 
ハ 
バ 
マスが近代法の正統化モデルが「循環的」な構
I
造をもつことを明らかにしたことを-評価しつつ、他方において、ルソ!とカントを参照つつ「〈生来の〉人権」のもつ意義を強調している。マウスによるなら、カントが実定法と「超実定法」の区別にこだわるのは、なにか前近代的な遺物 問題にしようと ているから はなく、これらの関係のうちにむしろ近代的なラディカル・デ
l
モクラシーを表現しよう するからほかならない。カントは 平等な自由 い 「〈生まれながらの〉人権」を「超実定法の最小限の核」と見なし、同時に人民主権にも超実定法的ー法制度的性格をあたえる。ハ 
バ 
マス
の場合には、自由権と人民主権との循環は、法学的な「権利の体系」の内部のうちに位置づけられているのに対して、カントの場合には権利と人民主権との関係は法学的体系 外部においても問われる である。 た、ハーパ 
マスはルソ 
が実存的にすでに前提とされている同質的な共同体のうえに政治的構造を基礎づけようとし、
g
そのためにカントとは異なり人民主権 自由権 の媒介がまっ く過小評価されて ると批判す が、ルソ 
の
lZ E =
「社会契約」もまた、生まれながらの人権は「循環」への端緒であるだけでなく、超実定 自然法という性格を
もつものと想定しているのである。ルソ 
は、たしかに孤立した個人から出発し、社会契約を人間は生まれなが

らにして自由であるという原子論的自然法から展開する。しかし、ルソ 
1
の「社会契約」は、人間は生まれなが

g B σ
らにして自由である、という人権 保障を、正統な政治的支配形式 基準としようとするものであり、それは人
l
民主権の原理を、あらゆる法の名宛人 自由で平等な参加に依存させよう するものなのである。他方、ルソ
l
に認められる社会的同質性は 政治的プロセスの前提な ではなく、その最小限の産物にすぎない。ルソ 
はむ 
しろ、「あ ゆ 共有しえないもの色 
ー の ゆ 日 巴 ロ  
」が国家の秩序の外部には残存することを前提にし
l
l l

l

l
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ているのであり、また社会はできるだけ少ない法規則でやっていくべきだという十八世紀の理想を共有している。異質なものへの利害関心は、取り除かれるべきものなのではなく、法制化の外部の領域を形成するのである。ここで問題となる は、
ディスクルスが自由権の超実定法的次元とどのような関係にあるか、この関係が人民主権
の原理のもとに形成される民主主義理論に対してどのよう 意味をもつのか、ということである。
他方において、まさに「権利の体系」のディスクルス理論的根拠づけが形而上学的性格をになっているがゆえ
に、「ディスクルスの規則」を行為規則として受け入 ようとすることは、必然的に「決断」 契機と結びつくことになる。
アレクシ  
l
は、「決断」は「正当性への利害関心」の問題であるとしているが、ヴエルマ 
は
むしろ、民主的ディスクルス はそもそも「ディスクルスを打ち切る〈行為遂行的〉な性格」がつきまとうがゆえに、法には「決断」の契機が内在す と主張している。「法には、法が発効されたり失効させられたりすること、特別な事例への法 適用、法の具体化や確定的解釈について決断されなければならないことが属していれ」口実際に 合意に いて語るとき、いかなる合意 独自の持続性を保障することはできない いう意味で暫定的なものである。それが意味するのは、合意にお てすら「決断」が、規範的妥当要求 「請け戻し 
確証」に必然
的に優先するということ ほかならない。したがっ 、権力関係は、民主的ディスクルスにお ても民主的な「承認関係」へは還元されえない。つまり、たしかに、「民主的決定は承認された権力としてのみ存在する」、しかし同時 、「権力関係でありえない承認関係は存在しない であ封。「決断」は、合理的ディスクルスの中断と法拘束的な事実 生成を意味し、とりわけ を貫徹するための「暴力の正統化」を含んでいる。ハ 
バ 
マ ス
もまた、ディスクルス 中断 契機 言及して るが、「決断 は 性をすべ の 事者 合理的同意からのみ引きだしうることを、さらに規範的妥当要求 「請け戻し 
H
確証回巳
35m
」という契機を強調す
H
l

I

l
131 

〈論 説〉
ることによって、この「暴力の正統化」の契機を埋め合わせてしまうのである。民主的な法治国家では、権利はたとえその具体化、解釈、適用しか問題にならない場合であっても、むしろそうした場合にこそ、たえず新たに
σ B g g
発明されなければならない。正義の理念は、成文化された法命題のうちに、個々のケ 
スにおいて法解釈をつう
じて新たに問われ解決されるべく強いるも として含まれているのである。ヴェルマ 
はデリダを参照しつつ、
E o s -
正義の理念は、「理想状態への無限の可能な接近」、「規制的な理念やメシア的約束」という意味においてではな
l
く、「そ つどいまここにおいて満たす との要請でありなが 、しかしけっし いまここにお て決定的 蹟
l
われえない要請」として理解さ るべき のだ 主張する。正義の理念は、民主的法体系という条件においても、
l
必然的に何かあらゆる具体的な法決定 おい 決を強いると同時 、どこまでも不可能な のでありつづけるのである。
ハ
1
パ
1
マスは、もはや形而上学的、宗教的世界像の時代は終わり、実践理性はコミュニケーション的にのみ
理解されるのだから、善に対する正の優位、主観的権利の源泉として 人民主権といった政治的原理を受け入れるべきことを主張する。しかし、形而上学的理念がいまでも信ずるに値す と 、宗教的世界像の権威が いかわらず拘束力をもっという けではないにしても 現実 は理想的 世界像や宗教的な理念をめぐっていまなお争われている。ラ 
モアは、理性はある特定の形而上学的な想定を超えてコミュニケーション的なものとして理
解されているというハ 
バ 
マスの議論を正しいと認める。しかし、そうした理性概念はそれがいかに正当であ
ろうと、正の優位 原理のうちに具体化されて のはひとつの「規範的態度」なのであり、それはまさに、政治的連合は理性的なす ての人聞が解消不可能な不一致があるにもかかわらず受け入れるであろう「根元的道徳巴 
」の原則に依存しなければならないというひとつの「信念
d g
円8 c m E
伝」なのである。近代
円 
l l
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の根本経験とは、形而上学的、宗教的世界像の後退にあるのではなく、むしろ、理性的人聞が善の本性あるいは道徳 基礎について論争するときの意識のあり方に、つまり、われわれが理性的にたがいに生の意味について議
l
論すればするほど意見の相違にいたるという意識のあり方にある。そうした争いが増大するなかで、
一方におい
て、あいかわらず生のある特定の態度が保持されつつ、他方において にもかかわらず政治的連合 とって適切な道徳的一致に達成しうるという期待と確信が、生のある特定の「規範的態度」を形成しているのである。した
l
I
がって、人権は実定法へと変換され法規範をつうじて保障されなければならないとすれば、それゆえにまた、多様な生の特定の「規範的態度」を うじて決断の暴力 影響をうけつづけるのである。
l
l
ラ 
モアは、ハ 
バ
1
マスは自由権と人民主権の「同根源性」を「権利の体系」の基礎として説明するという
l
みずからのプログラムを、人民主権に優位性をあたえるこ で崩壊させてしまっているのではないかと疑問をなげかける。民主的な立法を可能にする条件としての主観的自由権が この条件を同時に制限す ことにもなりうるということを、  
ハ 
パ 
マスは考慮していないというのである。マウスもまた、一方で、人民主権の優位性を
強調しながら、他方で、ハ 
バ 
マスが自由権を近代法の正統化モデルのもとに克服されるべきだとする主張を
批判しつつ、自由権 人 権のあいだに認められるジレンマを問題に 。平等な自由という生まれながら人権を具体化するすべての権利に自然法的性格をあたえ ことによって、公的なディスクルスの本質的な対象を形成しようとすると 自由権は、人権の二つの契機、一方において、人権一般は自由に処理できな も であり、他方において、人権はその内容を規定する権利があたえられている人々をつうじて聞かれている、というジレンマに遭遇することになる。マウスは人民主権と自由権に、実定法と超実定法 国家的法原理 前国家的法原理として同じ構造を認める。 民主権は、規範的に見 らけっして自由にしえないも であると同時 憲法 も
133 

〈論 説〉
か国家装置の側から個人に対してあたえられうるものではなく、政治的な「構成員 
宵 
」ではなく
PE
Z S U 5
とに制度化され解放された意見形成と意志形成の実定化された参加権に対しては従属する。他方、「人権」は、「市民」をつうじてしかその内容的な規定を手に入れていることはできないのだが、その超実定法的性格はいつ「〈たんなる〉人間」にふさわしいものとして認められるべきものなのである。たしかに、「人間」の権利を自然法的に根拠づけることはもはや不可能だとしても、またたとえ「市民」の権
利が「問主観的」なコミュニケーションの「循環的」構造のなかに位置づけられ ければならないというハ
l
バ 
マスの主張は正しいとしても、しかし「人間」の権利は「市民」の権利の循環的構造へと還元されうるもの
ではない。「人間」の権利と「市民」の権利が「同根源 であるとすれば、それは自律的であろうとする人間の行為そのものが、むしろその行為と同じではありえないからであり、この非同一性においてこそ権利という観念が成立しうるからである。「権利の体系」もまたむしろ、そうした「人間」 権利と「市民」の権利のあいだの緊張関係を っきりと認識することをつうじて み、適切にその役割をはたしうるはずである。
世界市民法と人権
第二次大戦後、国連憲章は原則的な武力行使の禁止をうたいつつ、例外的に、自衛権および集団的自衛権と、
平和創出のため 国連の承認のもとでの武力行使を認めてきた。「正しい戦争」というものは はやなく、いかなる武力行使も不正であるという原則のも に、戦後の国際秩序は構築さ るので る。他方、戦後、人 保障が国際的に重要な課題として掲げられる。人権保障のためには、国連憲章の第七章 し がった強制措置をとること できるが、軍事力を投入するためには、国連憲章 三十九条 したがい安全保障理事会によってそ 行
4 
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動が国際平和を脅かすこと(「平和に対する脅威、平和の破壊、および侵略」)が認定されなければならない。安全保障理事会は、南アフリカにおけるアバルトヘイト、ボスニア紛争における人権侵害、ソマリアにおける公的秩
I l
序の崩壊に対して国際平和を脅かすことを認定し、武力行使を容認する決議を採択している。しかし、こうした
l l
l
状況は、国際法と人権とのあいだの緊張関係 緩和させ どころか、むしろ増大させている。国際法では 武力行使は「正当な例外」であることが明確にされないかぎり禁止されるのだが、人権保護が武力行使の「正当な例外」として主張されるからである。
l
ハ 
バ 
マスはコソヴォ空爆の直後、『ツァイト』紙に掲載した
「残虐性と人間性』
のなかで、空爆が戦後始
I
めてのドイツ国防軍による直接的な武力行使である に言及しつつ しかし 社民党と緑の党の連立政権下、フィッシャ  
外相とシャ 
ピング国防相は、法平和主義と「諸国家間の自然状態を人権にもとづいて制御する」
という理念のもとに 動していることを評価し、コソヴォ空爆を支持している。ハ 
バ 
マスは、空爆を人道的
介入であると主張し、「緊急援助」と「国際法から世界市民法への転換」という、おもに二つ 理由をあげ正当化するのである。 

ハ 
バ 
マスはコソヴォ空爆を、湾岸戦争と同様に安全保障理事会の委任もなくなされ 行動であるとしても、

l
北大西洋軍事同盟が介入を迫害された民族的・宗教的少数派に対する「緊急援助
Z2EF
」として正当化してい
l
る点で擁護する。ハ 
パ
1
マスもまた、空爆という手段とその目的について、武力攻撃以外に選択肢はなかった
のか、空爆という手段は適切だった か 政治目的に 不透明な部分 ではないか、懸念すべき点について検討している。しかし、「民族浄化」の悲惨な記憶が、民族集団の同等な 利 もとで 共存という目的の修正を不可避のものにしていると主張するのである。ハ 
バ 
マスの説明によるなら、コソヴォでは空爆のはじまる
I
l
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l〈論 説〉
前の数ヶ月のあいだにすでに、殺人、テロ、迫害の被害を被った住民は、三 
万にも達し、その問、マケドニア、
モンテネグロ、アルバニアなどへと故郷を追われた人々の映像は、念入りに計画された「民族浄化」の証拠をしめすものである。したがって、状況は「人権に対する犯罪」として認定されるべき事態にあり、安全保障理事会も最近にいたって強制措置をとるべき「平和を脅かす行為」と認めていることからするなら、援助への権限は、
l
l
安全保障理事会 委任がなくとも、万人に対する義務づけられた国際法の諸原則から導くことができると、また、「コソヴォ住民の同権にもとづく共存への要求」と「残忍な迫害への憤り」は、西側の軍事的介入に対するひろく同意を保証するものとなっていると主張するの ある。他 方 、
ハ 
バ 
マスは、人権が政治的行為の道徳的な方向づけとしてだけでなく、法制度的に確立されなけれ
ばならないこと 、そ そ 人権は義務を強制する法秩序 おいて実定的な妥当性をもつものでなけ ばならいことを強調する。そのためには 、国民国家におけ 憲法の基本権と同様に、世界規模 民主主義的な法秩序のうちに位置づけられなければならない。われわれはグローバルなレヴェルで、権利の名宛人が同時にその起草者として理解されう なら つまり「世界市民連合〉
ω g N - m E
。ロ」の直接のメンバーである資格が確立する
なら、国家市民は自国の政府の怒意的行為 対しても保護されうる。ハ 
パ 
マスは、そのために世界政府の樹
立、世界国家による暴力の独占を望んでいるわけでは が、少なくと 安全保障理事会 正常に機能させ、国際司法裁判所に十分な拘束 もたせ、政府 代表者による国連総会を世界市民 よる代表の第二のレヴェルによって補完することが必要となると主張 の あ 。しか 、現実には 「民主的な世界市民法という枠組みの内部で正当化された法の強制にいたるまでの質」を まだ獲得 はいな という点に 理念と国際法の現実とのあいだ ジレンマがある。ハ 
1
パ 
マスは、国連改革はいまだその途上にあるのだが、む
l
l O
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しろそれゆえにこそ人道的介入は、みずから促進しようとしている将来のコスモポリタン的状態の「先取り」とTO して理解さ なければならないのだと説明する。その行為は、目指すべき秩序とは矛盾するかもしれないが、そ
l
の秩序を招き寄せるのに必要だというのである。
ハ 
パ
1
マスはこうして、かつての「正しい戦争」という理念を否定しつつ、しかし人道的介入を「正当な例
外」として正当化する。だが、その論拠は、まさに事実性と妥当の二つの側面で問題をはらんでいる。
まず、正当であるためには公正でなければならないが、
ハ 
バ 
マスのあげる論拠は、はたしてこの条件を満
NATO
l
たしているといえるだろうか。三月二十四日の空爆以前 数ヶ月のあいだに三 
万人ものアルバニア人が迫害さ
れ追放されたという 
l
の見解をとりあげているが、空爆前にコソヴォ解放軍のテロ活動によって犠牲と
I O
なった、また追放されたセルビア人にはまったく言及していないし、三 十九日以降、国際監視団の撤退と
の空爆によって発生した七 
万にもおよぶ難民については触れていない。ハ 
パ 
マスはしばしば、空爆を
l
正当化するために、ボスニア・ヘルツェゴビナの紛争で生じた、セルピア人 よ ムスリム人に対する迫害、ス
レブレニッツアの悲劇を理由にあげてい が、クロアチアのトゥジマンによるクライナ 民族浄化の数十万にお
よぶセルビア人犠牲者については言及しない。 たがって、介入の目的は「緊急援助」に、
エスノ・ナショナリ

ズムを停止することにあるとハ 
パ 
マスは主張するが、
エスノ・ナショナリズムは、
セルピア人以外の側にも

存在するとすれば、
一方的に、
セルピア人への攻撃を正当化することができるのか、民族浄化について、もっぱ

l
らセルピア人側の責任を問うことはは 正当なのだろうか。
しかし、とりわけハ 
パ 
マスの議論における問題は、「世界市民法」 なえつつ
「緊急援助」に訴えよう
とするとき、人権とはど ようなものとして理解 るべきなのかとい 点にある。
ハ 
バ 
マスは、グロ 
バ
I
O
l
l
l
l NA 
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ルなレヴェルで、権利の名宛人が同時に起草者として理解されるような状況が獲得されうることを想定し、世界市民状態の「先取り」を主張する。しかし、世界秩序がその行為可能性を人権の保護のために推進しようとする
l
l
とき、来るべき権利を引き合いにだして、必要な場合には軍事力を投入してでも、他の諸国家を自然状態から解
l
l
放する権利や義務があると主張することができるだろうか。そもそも「緊急援助」は 迫害する者 攻撃するのではなく、迫害されている人々の救済を目的とするはずのものであ刻。とす ば、迫害されている人々の救済へ
l
l
の義務 、他の諸国家を自然状態から解放する権利や義務とどのような関係にあると理解すればよ だろうか。「世界市民法」は、「緊急援助」への権利を迫害する者を攻撃する権利へと転換する根拠として機能してはいないだろうか。ハ 
パ 
マスはまた、人道的介入を唱えながらバルカンの不安定化を理由にあげているが、そうで
あるなら人道的介入は個別の 益を追求しようとするものではないと主張しながら、結局は、ヨーロッパという平和圏を脅かさないための紛争圏の封じ込めをねらっているにすぎない、 いうこ になり しないか。
ハ 
パ 
マスは「世界市民法」を、カントの『永遠平和のために』から発展させて議論を展開している。しか

し、九 
0
年代では構築されるべき世界共和国の法として理解していたのに対して、その後、コソヴォ紛争、「九・

一こをへてその位置づけを変化させている。 世界市民法」は、九 
0
年代では国内法の延長線上にあるものと

して理解され いたのに対して、その後 、国内法を「補完」するものとして論じられている である。ここで

l
は、ハ  
バ 
マスの議論の変遷をたどると同時に、ハ 
バ
l
マスがとなえる「世界市民法」とはどのような性格
をになうものなのか、「世界市民法」と人権と どのような関係にあるのかを、カントの議論と関連づけ「世界市民法」の意味について検討することにした 。
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( 1 )  
法的義務化、権利主体としての個人の地位、新たな歴史哲学
ハ
I
バ
l
マスは一九九五年に法学雑誌に掲載され、その後、『他者の受容』(一九九六年)に収められる
「 カ ン
HNES
トの永遠平和の理念』のなかで、カントの「世界市民状態己 
当巳忌お 
巳」という理念は魅力的な
gl
概念であると評価し、人権にもとづく民主的な世界秩序を構築するためには、「世界市民状態」を法的に構想することこそが必要であると論じてい 
カントは『永遠平和のため同』のなかで、法理論に「国内法含
l
号 。  
ゅの宮」、「国際法含
ω
〈 ん い  
亡、「世界市民法己 
ゅ の 宮 門 日 常 君 。  
」という三つの次元を導入して
円 
い る が 、
一方において「国際法」をあくまで戦争を防止するための「消極的代替物」として構想するのに対して、
I
他方においてカントが「世界市民法」を導入することになるのは、「戦争によって制御される国際関係という弱い国際法的拘束力」(開〉
l S N )
- Zでは不十分だからであると、ハ 
パ 
マスは理解している。カントの主張は、「戦
BS
争と平和とを規律する国際法 諸規範」は 「過渡的的」ものであり、「法平和主義」が「世界市民状態とそれに
ω o
ともなう戦争の廃棄をもたらすにいたるまで妥当すべき のにすぎない」(開〉 
、ということにあるというの
である。
ハ 
バ 
マスはそうした観点から、カントの展開する諸国家間の法治状態としての「永遠平和」、「国際

連盟〈 
号 
巳の法的形式」、「世界市民状態という理念の実現」を再検討するのである。

カントの時代は、 
ハ バ 
マスが説明するように権力政治の時代 り、諸権力のシステムはもっぱら主権を
gHN
有する諸国家が国際法の主体たりう という前提のもとで機能 ていた。主権とは、対外的にはひとつの国家
gl
その独立性すなわち 境の不可侵性 、緊急の場合に軍事力によってでも主張しうる国家の権能を意味し、囲内的には、ひとつの国家が国内の安全と秩序を、行政権力と実定法という手段によって保持する権能 する。すなわち、主権は、権力保持者が軍隊と警察の力 自由にできるということにあり、それゆえ カントにとって
l
F Z a R2r z N Z 2 8
S N )
ω 2 8 S '  
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〈論 説〉
「諸人民統一国家」は、もっとも恐ろしい専制への可能性を秘めているがゆえに選択肢たりえないのである。したがってカントは、諸国間の法治状態を「永遠平和」と「世界市民状態」のもとにもとめるのだが、それはあく
l
まで消極的なものにとどまることになる。
一方において、カントが「永遠平和」における諸国間の法治状態とし
l
てもとめるのは、「戦争の撤廃」というあくまで消極的な状態にほかならない。カントがそもそも永遠平和を待望する際にとりあげるのは、犠牲者の問題などではなく、傭兵隊の残虐行為や略奪、貧困、領土の荒廃、自由の喪失、他国の支配などの問題である。この背景には、
一六四八年のウエストフアリア条約以降の権力システムの
なかで紛争解決 正当 手段として国際法上制度化されてきた「限定戦争」という考え方がある。カントが想定しているのは個々の国家間 、あるいは諸同盟関 戦争であり、世界戦争ではないし、 族戦争や内戦で ない。
S
それは、政治的に明確な目的をもっ戦争であり、イデオロギー的に動機づけられた磯滅戦争でも防衛戦争でもな
い。「限定戦争」という前提では、国際法は、戦争中の戦争の遂行方法および 後 平和の締結の規範化を目
指すのである。他方にお て、カントは「諸人民統一国家」ではなく、「国際連盟」という消極的な政治体制を
目指し、したがっ 「世界市民的状態」は、国内的法治状態とは異なり、諸国家が個々の市民のように上位 権
力の公的な強制法に服するので なく、それぞれの独立性を維持す 「国際連盟」をつうじて構想される。さま
ざまな戦争の手段を防止する諸国家からなる「連邦句左
2
巳芯ロ」は、参加国の主権には干渉しない。連盟する諸

国家は、それぞれの権限を保持しているので として 性質 そなえた 世界共和 」
へと向かうことはな

い。カントは、ひとつ 世界共和国という積極 理念に訴える ではなく あくまで戦争を防止し相互に干渉す
ることのない諸国家の「連盟国 
色という「消極的代替物」を媒体にして、世界市民状態を構想するのである。

ハ 
バ 
マスは、カントがこのように世界市民状態を消極的な永遠平和と国際連盟という理念をつうじて構想
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するのに対して、「永遠平和」が諸個人の契約モデルのアナロジーからではなく、あくまで諸国家間の法治状態、つまり諸国家間の戦争の撤廃のみから認識されることから生じる問題点を検討し、またカントの「 際連盟」という消極的な政治体制が法的義務化という観念を欠いている点を、さらにカントのそうした議論の背景にある「自然の意図」という観念を問題にするのである。カントによれば、国際法において諸国家のあいだでは、それぞれの国家の主権は守られねばならないがゆえに、
諸個人のあいだのようにしたがうべき強制法はあるべきではなく、戦争を阻止するという消極的 同盟があればよい。カントの「連盟」は、「国際法上の契約の主権的な意志行為から生まれ、もはや社会契約のモデルでは考えられないもの」にほかならない。「なぜなら、こ 契約は参加国相互の提訴可能な主体の要求 根拠づけるのではなく、参加国をただ永続的に同盟匡
SN
へと||〈持続的で自由な連合〉 
ω ω O N E S
〉へと拘束するだけだ
からである」(同〉  
S G )
。ここでカントが訴えている実践的認識は、人聞を目的のための手段として道具化しては
ならない、という「実践理性」的な認識ではない。カントはあくまで、国家聞には戦争はあるべきではな という道徳的 理性認識にしたがって、 将来の平和において相互信頼を不可能にしてしまう」ような敵対的な行為は許されない) 実践的な格率を主張するのである。したがって、カントはまだ戦争を、人間の尊厳 権利を原理的に侵害するものであり、それ自身として無条件 禁止すべき行為である は考え い 。「戦争犯罪」とは、「戦争で された犯罪」であり、カントには「戦争と 犯罪」という観念はない。戦争が非限定的なものになり 平和概念が拡張されることによって、はじめて戦争自体が犯罪と理解されるようになる である。
l
したがって、ハ 
バ 
マスは、永遠平和とはたしかに重要ではあるが、世界市民状態をしめすひとつの徴候にす
ぎないのであって、たとえば、第二次大戦後 「戦争という犯罪」そのものが起訴されうるものと見なされ、刑 
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法が「人間性に対する犯罪」にまで拡張されるようになったことは、
カントの「国際法」という枠組みではけっ
してとらえることのできないものであると指摘す のである。
l
カントは、「国際紛争の公民的江畠解決の仕方が拠り所にする拘束の永遠性は、憲法に類比する制度の法的拘
l
束なしにどのように保証されう のか (開〉呂律)、説明していない。カントの場合には、かろうじて「永遠」
という特徴が、国際連盟を国際法の弱い拘束力を超えるものにしているにすぎない。ハ 
バ 
マスはそこにカン

トの矛盾を認める。「カントは一方 、契約の解消可能性を留保することで同盟国の主権を保護する。他方で、
永続的に平和 あたえる連邦は、一時的な同盟とは、同盟国が場合によっ は自国の理性をはっきりとした共通
の目的にしたがわせることを義務だと感じるという点で、区別されるべきである」(肘〉
530
つまり、ハ  
パ ー 

マスは、「義務 契機なしには、国家間 平和会議 〈永遠の〉ものとはなりえ い」(開〉
53
と主張する

のである。カン は一方で、参加国 主権は契約の解除権をあたえることによって確保され ければならないと
主張すると同時に、また他 義務 いう契機なしに諸国家 平和は「永遠な」ものにはなりえ を認
めている。しかし、カン は、最終的に「法的義務化」 いう考えにいたることはなかった。ハ 
バ 
マスによ 

るなら、「国際法が自然状態におけるすべての 同様に暫定 にしか妥当しない に対して、世界市民法は公
認された国内法と同様に、自然状態を決定的に終結させるもので」(開〉忌切) ければ らないとすれば、構成
員の「よき道徳的拘束」に訴えるので なく、む ろ構成員にそれを要求するも が必要なのである。
ハ 
バ 
マスはさらに、そもそも「消極的代替物」のもとでいずれは永遠平和が構築されるというカントの議
論の背景には、「自然の意図」という観念があること 指摘 いる。カントは、「国際連盟」が諸国家 利害関心になりうる理由を、共和国の平和的本性 世界貿易の共同社会化する力 政治的公共圏の機能をめぐる「自然
l
l
l
l
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N 2 ) の意図」に訴えることによって説明しようとするのである。つまり、カントはまず、諸国家における共和主義的な統治様式が貫徹されるならば、国家市民はみずから 利害関心から政府に平和を追求するよう 働きかけ、戦争をするかどうか決断をせまられればそうした負担を負うことには慎重になるであろうから、その度合いに応じて、国際関係はその好戦的性格を失っていくであろうと(〈巴・同 
、情報と人と商品の流通をつうじて促進
E S )
される社会の相互依存関係が促進されるなら、「平和的関係を確保しようという利害関心」が生じるはずであり、とりわけ貿易が拡大するに応じて、「人民〈。 
- w
の平和的統合に向かう傾向」が生まれてくるはずだと(〈巴・同〉
、さらに、市民的公共圏がコントロールの機能をもつかぎり、公的な格率に反する行為を阻止することがで
きるようになるであろうと主張するのであ (〈包・出足。仏)。ハ  
バ
l
マスは、カントがこのように共和国の平
和的本性、世界貿易の共同社会化する力、政治的公共圏の機能をめぐる「自然の意図」という観念に訴えるのに
Z
対して、「国民  
色。ロ」という理念の形成、階級闘争と帝国主義の歴史、マスメディアの発達という観点から、
それは歴史的に誤りであったと批判 。まず、戦争 す かどうか の同意が必要になれば、国家市民はそうした負担を負うことには慎重になるだろう、という仮定はそ 後、「国民」という理念が形成されることによって否定されることになる。ナショナリズム 、一方において臣 を「 へ 変える機能をになうが、他方において、国家市民の「共和主義的心情」を「民族と祖国のため 戦い死ぬ準備がある」ことをしめすというかたちで表現しようとすることになる(〈札・同〉
NCC)
。また、カントは情報と人と商品の流通をつうじて
促進される社会の相互依存関係に、と わけ貿易の拡大に、「人民」の平和的統合に向 う傾向を認め、そ した相互依存関係から、平和的関係を確保しようという利害関心が生じるはずだというのだが その後の歴史的プロセスにおいて、資本主義の発展は、圏内政治においては階級闘争 、対外政治においては帝国主義をまねいて 
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〈論 説〉
い 
。
ヨーロッパの諸政府は、囲内の社会的紛争を外にそらすために、ナショナリズムの推進力を利用してきた
7Q
のである(〈巴・間足  
。さらに、カントは市民的公共圏がコントロールの機能をもつかぎり、公的な格率に反
l
する行為を阻止することができると主張するが、しかし、カントが前提にしていた公共圏とは、比較的少数の教
l
養市民層という公衆によって支えられていたにすぎない。そうした透明で聞かれた十九世紀の公共圏は、その後、
l
さまざまなマスメディア 支配され、映像や仮想現実の浸透した公共圏へと構造転換をとげている。カントは、
l
CN)
その後のマスメディアに支配された公共圏の構造転換を予見できなかったのである(〈巴・開〉包色。
ハ 
バ 
マスは、このようにカントの「永遠平和」、「国際連盟」、「自然の意図」といった理念を批判するのだ
が、他方でカントの世界市民状態という理念を現在の世界状況 あわせて改良するなら、国際法から世界市民法への移行を主張することは意味がある 論じている。ハ 
バ 
マスによるなら世界市民法は、諸国家の対外主権
と国家間の関係の変質にともなって、各国政府を拘束しうるように法制度化され、諸国家の国内主権と古典的権力政治の規範的制限に対して、それらを飛び越えていく個人の権利主体の地位 確保すべく 新 な歴史哲学にもとづく平和の再構築 目指 も して構想され べく、修正され 必要があ 。
カントの主張する「国際連盟」には、個々の国家の主権を制限すると同時に保証しなければならないとする矛

盾がある。
ハ 
パ 
マスは、永続的なものとされながら国家の主権を尊重する国際連盟というカントの概念は首

l
尾一貫したものではないとして、「世界市民法」についてつぎのよ に主張す 。「世界市民法は 各国政府を拘
l
束しうるように制度化されなければならない。諸人民共同体は その構成田を制裁 脅威 もとに合 的行為へと少なくともうながすこ ができなければならない。そうすることではじめ 、主権 主張す 諸国家相互 脅威にもとづ 不安定 システム 、共通 制度をそ えたひとつの連邦に変貌し、国家的機能をになうことに、 
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すなわち構成国の相互関係を法的に規律し、この規則の遵守をコントロールすることになる」(開〉包∞)。こうして、諸国家間の契約によって規律されていた国際関係は、「規約あるいは憲法にもとづく組織構成員のあいだの内部関係」に変容する。たしかに国連は、実際には各国の主権を制限す と同時に保証 というこ義的な規定によって現在の状況に対応せざるをえない。国連は独自の軍事力を独占しているわけではなく、議決を遂行するにも加盟国の自主的協力 頼らざるをえない。安全保障理事会もまた、超大国の拒否権という障害のため かならずし うまく機能しているとはいえない。しかし、 が国家 内政へ介入することが禁止され、いかなる国
E U 2 E N - -
家も軍事的な自己防衛に対する権利を保持 ているの 国連 あくまで「過渡的状況」にあることから生じるものだと理解すべきな である。
カントは、国家主権を克服不可能なものと見なしているがゆえに、世界市民的統合を諸国家からなる「連邦」
B
28N
として構想し、世界市民から る連合として構想することは しかしこのこと ハ 
バ 
マスによる
なら、カントがすべての法治状態の根源を、すべての人間の根源的な権利に認めるかぎり、首尾一貫して ない。すべての人聞が、実践理性 普遍的法則にしたがっ 平等な自由への権利をもってい とすれば、カントが の「自由の保証」を永遠平和の意図するもっとも本質的なものであると考えるなら、個人は権利の担い手として、近代的法秩序におい 「譲渡不可能な個人」とし の特徴があたえられ、「国家市民の自律」 その国家の主権によっても併合することのできないものと理解されなければならない。「世界市民法のポイントは、むしろ集団的な国際法の主体を飛び越え 個人の権利主体の地位を確保するこ にあり、こ 地位 ため 自由で平等な世界市民の連合のうちに併合されること ない構成員の資格を根拠づけること ある」(開〉自白・)。したがって、「最高の憲法権限問。  
ハ 。  
匂 
」は、「世界連盟国家者巳号ロロ含
gg
巳」に課せられ、個人はそこから
l
I
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直接的に法的地位を獲得することになり、国家はある特定の領域的機能のうちに現れる権限の担い手へと変貌すNCC) る。こうした「国家主権を飛び越える権利」をつうじて、国務や兵役においてなされる犯罪に対しては、個人としての責任が生じることになる。
ハ
1
パ 
マスはこの点に関しては、
一九四一年の北米憲章につづいて、 
一九四
EZ
五年六月 国連憲章では全加盟国に人権の尊重と実現が義務づけられ、さらにそのために人権委員会 監視機関と報告手続きがあたえられ ったこと、また一九四八年二一月の総会では『世界人権宣言』が決議されたこ をあげ いる。
カントがとなえていた、共和国間の平和志向、グローバル化した市場の統合力、リベラルな公共圏の規範的圧
NCH)
力、といった論拠についても、ハ 
l
パ
1
マスは、「国民」理念の形成、階級闘争と帝国主義の歴史、マスメディ
l
アの発達 歴史的契機を考慮に入れ検討しなおすなら、また新たな意味をにないうると論じている。ハー
l
パーマスによるなら、そもそも「国内における民主的状態が対外的に国家の平和主義的な態度をうながす」(開〉
というカントの考え方は、必ずしも誤りではない。自由主義的制度に慣れ親しんだ人民の普遍主義的価値
志向が対外的な政治に影響をあたえることになるな 、その度合い したがって共同体の遂行す 戦争は実際その性格を変えることになる。軍事力の投入が、もっぱら自己中心主義的な国家理性からではなく、「非ー権威主義的巳岳寸 
吾昨な国家形態と統治形態を国際的に普及しようとする願望」(開〉 
によっても決定されるこ
ともありうる。したがってハ 
パ 
マスは、こうした価値が優先され、それぞれの国家の利害関心を超えて、民
主主義と人権を貫徹するために拡張され なら、権力システムが機能する条件は変化することになるだろう、と主張するのである(〈巴・同〉  
。また、カントが期待した世界経済における共同社会化も、ようやく第二次大戦
後、社会国家の実現をつうじて階級間の対立や帝国主義的な対外政治が沈静化 によ て、実現しつつあ
I
N 2 )
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る。たしかに、今日では世界規模に拡大したメディアや多国籍企業、世界銀行などの社会システムが、諸国家の統制力を失わせ国民国家を空洞化させると同時に、国際社会をグローバルなリスク社会へと変貌させている( 〈 住 ・ 問 〉  
NCω)
。しかし、ハ 
バ
l
マスは、そのように世界経済が不本意ながらリスク共同社会となっている事
態にこそ、世界の共同社会化の契機を認めるのである。さらに、カントの予測した公共圏の構想もまた、いまや「世界規模の公共圏」としてグローバルなコミュニケーションをつうじて実現しつつある。たしかにそうした試みは、依然としてそれぞれの国民国家 公共圏の構造をつうじて展開されていて、空間的に隔たりを超えた恒常的なコミュニケーションを実現するためにはそれを支える構造が必要であって、その意味でいまだグローバルな公共圏は存在しないし、ヨーロッパ規模の公共圏すら存在してはいない。しかし、たとえばエコロジー、人口問題、貧困、地球温暖化といった問題について、世界規模での世論が形成されつつ り グリーンピースやアムネスティのような非政府組織が、超国家的な公共圏を発展させるた に中心的な役割を果たしてもいる。とりわけ、カントが強調した出版と公共圏の役割は、憲法体制と共同体の政治文化と 関係に、すなわち「自由主義的な政治文化は、自由 制度が根づく基盤を形成する」ことに目 向け てくれ 。カントの理論では、いまだ道徳性と合法性とが分離したままだが 政治文化の実践が道徳と法と政治 媒介し、同時 「政治的 学習過程を促進する公共圏」
のためのコンテクストを形成することを正当に考慮するなら、公共圏の構想も意義のあるものと
NC
なるはずである(〈手間〉 
仏 ) 。
l
ハ
バ 
マスはこ、つして、  
カントの「世界市民法」を、法的義務化、国家の主権を超えた個人の権利、新たな
歴史哲学にもとづく平和的秩序という観点から再構築するのである。しか 、そもそもグローバルレヴェルでの民主主義が実現していないなかで、どのようにして法的義務を課す民主的な を構築しうるのか、行政権が欠
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如するなかで、どのようにして国家の主権を超えた個人の権利の保障を実現していくのか、新たな歴史哲学は世
(a)
界市民社会と国家との関係においてどのような意味をになうことができるのだろうか。
l
l
( 2 )  
多層的システム、補完性原理、国際法の立憲化
l
ハ 
バ 
マスは、カントの「世界市民法」を、法的義務化、国家の主権を超えた個人の権利、新たな歴史哲学
にもとづく平和的秩序という観点から再構築しようとする。しかし実際には、国際社会における民主主義の欠陥、行政権の欠如、国際社会と諸国家とのあいだの権限のあり方に対 て、どのように対処すべ かをめぐって、これまでさまざまな議論が展開されている。ハ 
バ 
マスもまた、そうした議論を参照しつつ、「九・一こ以降、
みずからの「世界市民法」の構想を部分的に修正している。
ハ パ 
マスは、『カントの永遠平和の理念』では、国際法を世界市民法へと移行させることで国内法と
のシンメトリーな関係を構築することを目指しているが、マ 
サ・ヌスパウムやマティアス・ルッツ 
バッハマ
l
ンなどのコスモポリタンたちもまた、政治的世界秩序は国家と同質な世界共和国とい 形式において設立されるべきことを主張してい刻。しかし、コスモポリス的な諸制度を国家と アナロジーにお て 成し、その諸制度
l
に何らかの民主的なプロセスをつうじてあたえられた法貫徹 な力を付与すると うコスモポリタンの構想は、たとえ国民国家の 権がますます疑わしいものとなりつつあるとしても った ど ようなプロセスをつうじ
l
てそのように強力な「超国家的」な諸制度が されうるのか いう問題 る。デヴィッド・ヘルドは、国際
トランスナショナル
社会における民主主義の欠陥を、政治的権威をになう組織形態 拡張 のではなく、「国民横断的」なさまざまな協定を新たな規範・制度として構築するという戦略を?っじて克服すると う選択肢もありうることを主張
l
148 

ハーパーマスのディスクルス倫理学と九0年代ドイツの人権政治(5) 
している。
ハ 
バ 
マスがグローバルな市場が統制されていない状況を政治的権威と法の貫徹能力の欠如の結果
E E
と見るのに対して、ヘルドは、カントの「消極的な代替物」としての「連合主義」にむしろ積極的な意味を認めるのであ 。「カントは、すべての人民からなる単一国家||諸国民からなる国家あるいは国際国家ーーが実現不可能であり、潜在的に危険な目標であるという理由から、国際問題における連合主義 
ロ 貯 門 戸  
丘町田の支持に
l
ついて強力に議論した。それが実現不可能だとい は、諸 家が主権を完全に放棄することに同意すること
l
はありえそうにない 、世界の領域は、ひとつの最高権威によって規制するにはあまりに広大すぎるからである。それが危険なのは、単一の集権化された国家を形成することが潜在的に専 的な意味合いをもつからであ幻」
0
Em
したがって、カント 実現可能な正しい解決として、戦争に反対す すべ の国家からなる条約 もとづく「連合」をとなえるのである。ヘルドは、世界国家や諸人民国家がカント あげた多くの理由から、 たそれが「官僚的な指令的政府」と う性格をもち さらに「同質的な文化、共有された言説領域、単一形態の(世界)市民権」の可能性を前提することから否定し むしろカントの「消極的な代替物」としての連合に、「重なり合う運命共同体」という性格を強め つ 国際社会に対応する 多層 自己巳 
色、「多次元的 
位 。  
な諸制度の構築と政治・政策の展開の可能性を認めるのである。
ヘルドによるなら、主権の問題は、政治的、経済的、軍事的文化的権力のさまざまな場における「多重的な重
なり合う自己巴立。。〈ゆユ名古  
相互作用のネットワーク」のなかで考察されなければならない。民主主義は、あ
る特定の共同体の内部にある権力域だけでなく、国民的、国民横断 、超国民的なそれぞれの 力の場、「共同体を横断する権力域」を背景に「多層的」に構築され 必要が る 民主主義を維持することができる は 境界領域的には国民国家の一部であり がら、 の境界を横断する、カントの提案する「消極的な代替物」として
E35
g
R
B E E g g '
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〈論 説〉
のさまざまな主体や組織なのである。「民主主義のコスモポリタン的構想は、共同体や市民結社の〈内部〉にお( b ) いて民主主義を強化する手段であるが、それは、空間的に画定された場 
を横断する地域的、国際的な団体
や協議会のネットワークをつうじて、〈外部〉から民主主義を発展させ、補強することによって行われる」。そこには、政治的活動はいつもすでに社会的に組織されたさまざまな活動のうちに埋め込まれているのである。つまり、国民国家的に法的に組織された諸制度、国民横断的な協議、国際的な公共性と政治的平等にもとづく制度化
fm2
こそが関われるべき課題なのである。
「世界市民法」は、それぞれの主権国家の頭越しに個人へと介入し、法的主体としての資格を「自由で同

等な世界市民巧巳号 
」という連想のもとに根拠づけうるものでなければならない、とハ 
バ 
マスは主張

する。チャールズ・ベイツやトマス・ポッゲのようなグロ 
パリストもまた、自然的な権利主体である人間のみ

が「目的それ自身」であるという理由から、国家、さら また世界国家 宗教や伝統もまた、個々の人間と同等
の法道徳的地位をもっている けではないことを主張するのだ料、オットフリ 
ト・ヘツフエはこうした議論を、

法形式的な観点と倫理的な観点から批判し 刻。ヘツフェはまず、むしろ世界共和国はいまだ法形式的に解決
されていない課題のためにのみあたえ と主張する。たしかに、ベイツが個人にのみ自己目的ないし本来的
な道徳的価値を認め、個別国家には「派生的」な重要性しか認め い点は正しい。しかし、個々の人間に目 そ
れ自身の地位を保持するためには、や り市民の権利を保障 が必要 のである。つまり、 家はあくま

l
で「補完的
ω与
ω広一昨」に、諸個人の役に立つときにのみ正統なのだが、しかしそのかぎりで法道徳的な地位を
になっているというのである。個別国家 内的にも外的にも、他 諸国家と 関係 おい 普遍的な法と民主主義の諸規則にしたがうという前提があるときにのみ 法道徳的 地位にふさわしいものとなる。カントが世
z s - 2
l
l
l
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界法秩序や世界平和秩序をとなえつつ、諸国家が解消することを望まないのは、そうした理由からである。「したがって、正義は個別国家がグローバルな共同体のために解消されることを命じるわけではない。少なくとも、法と正義のもとに 務づけられ、資格をあたえられた民主主義の要求を満たす諸国家は、引き続き正統な国家とω庄野な国家なのであ幻」して妥当することが許される。そうした国家に対して、世界共和国はたんに追加的、補完的 
円台程ず
W O E - o B g
o
諸国家は国家としてすでに内的に法体制をもっているという理由から、諸国家にはた
んになお欠けている「グローバル性 
匙芯己を、国際的な法の次元を、つまり国際法と世界市民法を、「補完
2S
サプシデイアリティー
的」に、「補完性原理∞与包佳
ω岳佐官吉江口」にしたがって実現するのである。
ヘッフェはまた、歴史、文化、伝統といった倫理的な観点からもグロ 
パリストに反対している。人権のよう
I
な普遍主義的な法原理を適用しよう するとき、たとえ理想的な立法者であっても正 諸原理から唯一正しい解決を見いだすことはできない。民主主義的なディスクルスの普遍主義的な 原理は、数学などの自然科学とは異なり、「不確定性」をともなっ がゆえに「参加型民主主義」が問われるのである。したがって、一方において諸国家には、「分権性」への権限があたえられる。つまり、「国家は、内部 は自由主義的 民主主義の要請に服し、外部に対しては、グローバルな行為の必要性のために、補完的な世界民主主義に対してつねに聞かている」というこつの前提と結びついているのであ刻。それゆえに個別国家は「分権性」へ 権限の とで、絶対的ではないが相対的な意味で、ど まで 正統なものでありつづける。他方において世界共和国 、個別国家の代わりにではなく、個別国家を「補完 するために要求されるのであり、世界 は国家的に「二次的」で「補完的」な地位をになうのである。そして、国際的 レヴェルの法のこのこつの次元にしたがって、世界共和国のになうべき役割もまた二つに分岐すること 。世界共和国は、「間ー国家的」で 「国際法的」な側面か 
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〈論 説〉
( c ) らするなら諸国家が共存するための法形式的な権限をもち、「間ー社会的」で、「世界市民的」な側面からするなら、国家ではなく自然的な権利主体のための法形式的な権限をもっ。前者では、すべての国家のあいだの法的関係が、後者では世界のすべての市民のあいだの法的関係が打ち立てられるの ある。
カントは、個別国家とのアナロジーから帰結すべき「諸国家共和国」という理念をしりぞけ、「自由な諸
国家からなる連盟」という理念を選択する。カントはその根拠を三つあげ いるが、ルッツーバッハマンはそれ
(邸)
らの根拠について検討して る。ルッツ 
バッハマンの主張は、「諸国家共和国」が、法治国家とのアナロジーかl
ら、個々の国家が規制しえない政治領域における行為 みを「委任冨包含とされるというかたち あれば 構成員の自由と平等の権利と矛盾することなく構想しうること、カントの「根源的契約」という理念も、共通の意志作用をつうじて新たな法妥当の領域を根拠づけることができるという点で、法治国家にも人間と アナロジーにおいて適用可能であり、したがって「諸国家共和国」においても、「権限 
巳の委譲 
」を?っ
H N 2 F Z E
dZ25m
じてそれぞれの国家の根源的自由と法治 として 性格は廃棄されることはないこと、そうであるなら、カントは「連邦制の諸国家連盟」を「消極的な代替物」として肯定し、「諸国家共和国」を拒否するが、むしろ法治国家と「諸国家共和国」 理念のアナロジーが成立 のであれば、理性法に照らして「諸国家共和国」な し「世界共和国」の積極的な理念に対応する諸関係が政治的実践においてつくりだされることがもとめられる、ということにある。
l
ルッツ 
バッハマンによるなら、
カントの議論では、まず世界のすべての諸国家が法治国家的な共和国へと変
貌をとげたあとで「諸国家共和国」にくわわり、個々 共和制国家が相互に融合しあう結果として、ひとつの新たな「世界国家市民法」がそれまで存在してきたすべての法的関係をいっさい廃棄しそれに取って代わるこ が
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想定されているが、それによって成立する「世界統一国家」は、事実上、それまで存在してきた諸国家の主権的な自由権すべ を解消してしまうことになる。こうした「世界統一国家」は、たしかにカントが主張するように、
l
個々の共和国が法治国家の条件として要請する、すべての構成員の自由を侵害してはならないし奪ってはならない、という制約に矛盾す 。他方、法治国家 のアナロジーから 諸国家共和国 を構想するなら、「諸国家共和国」もまたその構成員の自由と平等の権利と矛盾 ことなく組織されなければならない。したがって「個々の国家が自分では規制できないことがあるとき、そのつどそうした政治領域においてのみ、〈諸国家共和国〉は行為を委任される」ことを前提 するなら、この矛盾は解消されうる。カント また、いずれにせよ国家が、とりわけ共和制の「公 体」 しての国家が 内政的には でに法的体制を保持しているのに対して、人間としての個人の内面にはそも もこうした体制 欠けている点を指摘し、国家は個々人から区別されると まそこから理性による契約も人間と国家でそ ぞれ異なるものとして理解しなければならないと考えるのだが、ルッツ  
バッハマンはカントのこうした議論に対して、法治国家と人間とのあいだにアナロジーを成立させる共
通のものがあると主張する。「それはむしろ、両者が共通の意志作用当巳 
をつうじて新たな法妥当の領域
を根拠づけるこ ができると考えられる点に基礎づけられる。法治国家 人間は、契約を自由に締結することによって、まずそれぞれ個々に、他 国家や に無関係に認められていた すぎない諸権利をこの領域へ 委譲するのである」。このように「権限 委譲 をつうじて制定された法は 法制定者 自由を制限することも破壊することもないという点から正統であ といえ 。したがって、「根源的契約」 いう 念 「共和国」を根拠づけるために適用されたのとアナロジカルに、「諸国家共和国 にも適用されうる。「権原の委譲」によって、共和国に認められたその根源的自由あるいは主権と、法治国家 の体制とは、強制的に廃棄される は
ggE
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〈論 説〉
く、「諸国家共和国」の新たな法体制のもとで保障されるのである。さらに、カントは第二確定条項で、「連邦制
q g の諸国家連盟」を「消極的な代替物」として特徴づけ肯定しているが、代替物でしかない理由は、現存の諸国家
l l
はそれぞれの主権を主張し、事実上、「諸人民統一国家」を根拠づけ 新たな法を創設するようと しないだろ
l l
うということにあり、それゆえに平和を保障するためには「世界共和国」 はなく自由な諸国家からなる連邦制的連盟を創出しなければならないと主張する。しか 、ルッツーバッハマンによ ら、「理念にしたがって理性的だと証明された平和の構想を一歩一歩実現しうるかどうか」は、政治的実践の問題にほかならない。現実に照らすなら連邦制的連盟が理性の要求である しても カントの議論から法 国家の理念と「諸国家共和 」の
l
念のアナロジーが成立するので れば、「理性法」に照らして要求されるのは「諸国家共和国」にますます対応するような諸関係をつくりだ ていくことにほかなら い。ここに認められるのは、「歴史哲学的なパ 
スペク
ティブ」
であり、このパ 
スペクティブによって、平和契約は、「それぞれの国家の人民がコスモポリタン的に
行為するべく義務づける規範」としてしめさ ることに ると うのであ 。
ハ 
バ 
マスはこうした議論を参照しつつ、二
OO
四 年 、
アメリカが「パクス・アメリカ 
ナ」の名のもとに

世界新秩序を展開し とするに対して、国際関係 法制化 はどうあるべきかを問う「国際法の立憲化はなお

( 別 )
も可能か』というテクストの かで、これまで 主張を修正してい 。ハ 
バ 
マスはそこで、カントが「国際
連盟」という構想を導入しつつも、最後まで「世界共和 」という形態におけ 「国際法の立憲化問 
色 晋 
- - 包  
問」という理念を保持していたと理解し、それに対して、「世界市民状態という理念を、世界共和国の具
体的な形態との概念的な結びつきから解放し」信者ロ∞)なけ ばならないと論じるのである。
ハ 
バ 
マ ス は 、
カントが最後まで「世界共和国」という形態における「国際法の立憲化」という理念を保持
l
I
l
S ( m )  
lZ

S E 
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していたにもかかわらず、なぜ「国際連盟」というより弱い構想を導入し、主権国家の自由意志からなる「連
l
合」に期待を寄せるのかその理由を、経験的観点と概念的観点から説明している。カントは、戦争において行使
I
される暴力の国際法的な規制から出発し 侵略攻撃に対する拘束力のある法制化をへて、最終的に世界市民的体
l
制の構築へと展開していくという歴史的過程を念頭におきつつ、しかし、人民はいまだ成熟していないし、な
l
も教育を必要とし、国民国家はみず ら 主権に固執し、古典的国際法によって認められた権限を放棄しようとしない、という経験的観点から、「国際連盟」という弱い構想 訴えざるをえないと考えるのである信者尽仏)。ハ 
バ 
マスはそれに対して、それは世界市民状態という理念を放棄する十分な根拠にはならないし、カントが
「代替物」を導入することによって対応しようとした理由にはならないと主張する。なぜなら、カントはそもそも、世界市民状態という理念を歴史哲学的に、共和国の平和な本性、貿易の平和構成的な力、また成立しつつある世界的公共性の批判的な機能といった傾向のうちに認めているからである。他方、カントは、諸国家 自由で平等な市民からなる連合としてのみならず、政治ー倫理的な視点のもとに国民国家と、すなわち言語 宗教、生活様式によって相互に区別される諸人民か なる「政治共同体」と見なすがゆえに、諸人民統一 家ではの主権をになう諸人民は、すでに獲得した国民的 独立性を失い、それぞれの独自の集団的生活様式の自律 危険に陥れること なると判断し、「諸人民統一国家」 いう理念は概念的にも矛盾すると主張するお巧尽岱)。しかし、ハ 
バ 
マスは、概念的な理由としてあげられた矛盾は誤りであり、その前提をなす「国際法の立憲化」
を検討することによって解決されると説明するのである。カントは、中央集権的なフランスの共和 を模範 し、国家中心的な国際法を世界市民法へ 発展させるという理念を十分に把握 こな ったがゆえに、 家の主権の分割不可能性」というドグマ 、概念的な隆路へと陥ってしまったお宅ロ∞)。し し 人民は直接 
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〈論 説〉
的に支配するのではなく、国家権力を選挙と投票において、立法・行政・司法の特別な機関をつうじて行使する。
o F B Z 5 5
人民主権のこうした手続き主義的概念のもとでは、諸国家からなる世界共同体の正統性は「多層的システム冨 
l
l
ヨ
ZB
」として形成され、それは人民主権と問題なく両立するものである。ハ 
バ 
マスは、合衆
国モデルからであれば、「分割された人民主権」 いうこの構想にもとづき、諸国家の「人民」はみずからの文化的独自性と同一性を失 ことなく、 権を連邦政府のために制限する、 いう政治 制を構想することができたであろう、と主張する。しか カントは、グローバルな「諸人民統一国家」は「普遍的君主制」へと堕落する抵抗しがたい傾向をその機能的根拠のうちにもっているがゆえに、世界共和 は複雑化した社会においては「魂のない専制」に陥るのではないかと、世界共和国が文化的社会的差異の平準化へと向かうのではないかと疑い、その結果、「唯一統治する権力独占者によ 世界支配」か、「より多くの主権 らなる体系」かという二者択一から、「国際連盟」という「代替的構想」という打開策に訴えることになると説明するのである(〈巴・の者尽吋)。
ハ 
バ 
マスはこのように、カントが永遠の世界平和を「国際関係の完全な法制化」のもとに構想していると、

したがって、万人に対する平等な市民権と人権とい 共和主義的な国家体制において形成されてきた諸原理は、
世界市民的状態へも適用され べきであり、世界市民的状態 この理念は、「世界共和国」の体制において具 
的な形姿をとりうると考えていると説明し しかし、世界共和国 構造のうち は専制 な「平準的な権力 へ

E N )
の傾向があることを不安に思ってい ゆえに、 国際連盟」という代替物に訴え ことに る 論じる。「すべてを平準化する諸人民統一国家 グローバルな権力独占者」か「主権国家の共存」かと う二者択一しかないのであれば、世界市民状態の確固たる理念は、「強制法」ではなく「自由意志」にもとづく「 合」と う弱い形式において実現することがのぞましいことになるお当 
。それに対してハ 
パ 
マスは、諸国家のあいだの 
l
l
l
l
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自然状態の法制化という理念を十分に理解するなら、「国際法の立憲化」の自由で連邦主義的で多元主義的な形式を考えることができると主張する信者 
スープラナショナル
( a )
l
。つまり、「超国民的 
胃自主。
5
亡なレヴェルでは、権力を独
トランスナショナル
占する「世界統治」がなく も平和と人権を保障し、「国民横断的可 
色 。  
」なレヴェルでは、「世界内政
l
治」の諸問題を処理することができる、政治的な「多層的システム」の構想の可能性をとなえるのである。
スープラナショナル
国際社会の脱中心化された政治体制は、「多層的システム」として表象されうる。つまり、「超国民的」
EU
なレヴェルでは、世界的諸機関 平和保障と人権 という特殊な機能を、世界共和国という国家的形態をとる
トランスナショナル
こと く有効にはたし、「国民横断的」なレヴェルでは、グローバル 行為能力をもっアクターが、世界経済やエコロジーといった「世界内政治君。
FE58
。 
」の困難な問題を、継続的な会議と交渉システムという枠組
みにおいて処理することにな 。国連憲章は、諸国家の主権的平等 すると同時に、国際的安全と人権の保持と貫徹というこつの政治的領域で、 
UNO
の安全保障理事会に、市民の権利を場合によってはその帰属する政
府に対しても保護する権限を認めている。 連憲章は、国家 の関連では、諸国家が発展の推進者としてグロ
E ω )
バルな法秩序と平和秩序において保持する強い地位を正当化す のに対して 個人との関連では「世界市民的地
- E F
位の本来的な所有者」を指示する である。他方 すでに国連の効果的な安全保障体制のもとでは戦争への介入
トランスナショナル
が紛争解決の正統な手段とし 禁じられてい ことから、「国民横断的」な中間 なレヴェルで 外交政治的な行為能力をになう 
のような大陸的政治体制が結成されなければならない
(〈位・の君民  
ω同 ) 。  
スー プラナショナルトランスナショナル
ハ 
バ 
マスは、超国民的レヴェルでは、国連憲章の平和保障と人権政治という目的を実現し、国民横断的
なレヴェルでは、「世界内政治」の問題を制御された巨大勢力のあいだの妥協形成 様式 処理する、 い
gg
う「多層的システム」は、世界共和国に対する概念的な対案となりうると主張 。平和 人権の強制を可能に
s -
157 

〈論 説〉
する世界組織という枠組みにおける「世界政府なしの世界内政治」信者 
という考え方にしたがうなら、世
l ( b )EU 界共和国や諸人民統一国家が唯一の制度を表現するわけではないことがしめされることになる。国民国家を構成する三つの本質的な要素、「国家性」、「国家市民的連帯」、「憲法体制」は、国民国家を超えたところでは相互に
l
対立し、国家 ような形態は 世界社会の「憲法秩序」にとってけっして必要不可欠な前提では い  
や
l lス プラナショナル
のような超国民的共同体は、法的、行政的、税制度的に国内主権と国外主権を一致させる正統な権力の適
スープラナショナル
用手段を自由に独占 ことは いが 国民的法秩序に対する超国民的な法の優位を主張するのである。
ハ 
バ 
マスによるなら、カントが世界共和国か世界政府かという二者択一に向かうのは、世界市民状
E g
態という理念を性急に具体化し概念形成を方向づけようと共和主義的 体制とのアナロジーに訴えようとす 
からである。「かつて個人が自然的な自由を犠牲にして、国家的に組織された共同体へと強制 のもとに連携し
あったように、諸国家もまたその主権を犠牲にして〈最高権威者 もとでの世界市民的共同体〉へとまとまらな
ければならない。前者におい 国家 その解決であったよ に、後 においては諸国家からなるひとつの国家

諸国家統一国家ーーが解決をもたらすのである」 
( 2 5 )
。しかし、このアナロジーは、理性法という観点か

らも、誤解を招くものである。自然状態 ある諸個人とは異なり、諸 家の市民は、それぞれ程度の差 あると
はいえ、すでに権利と自由を保障してくれる地位をある程度確保して る。ハ 
バ 
マスはむしろ、「諸国家と

その市民が古典的国際法 世界市民的状態へと経ていかなければ らない過程」と、 民 的な法治 家 市
民がまず無拘束に活動する国家権力を法制化するプロセスにおいてへてき 過程」は 「アナロジー的 な関係
にではなく、「補完 吉田百円。  
忌こな関係にあると新たに説明しなおしている(ぐ札・の巧尽也)。
国際法は、国家と憲法との関係のアナロジーにおいては、
つまり、自然発生的に行使される国家権力を憲法の
z e
l

l

UNO
l 
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もとに「制御する 
在。自己口問」というかたちでは構築することはできない。たしかに、国際関係の平和的な法制N
化をめざす古典的な国際法には、自由で平等な法的同胞からなる連合を設立するという意味で、国家と憲法とのアナロジー的な関係が認められるだけでなく、すでに一種の「憲法体制」である。しかし、この国際法的な「原
スープラナショナル
憲法体制」は、「超国民 権力」、つまり、規則を貫徹する に必要な権威や制裁の可能性が欠けているという意味で、共和主義 憲法体制とは異なる。国際法が憲法体制としての機能を獲得す ためには 集合的アクターとしての主権国家のあいだで自由意志にもとづく相互的な法的義務の拘束力が形成されるこ が必要となる。とりわけ、ハ 
l
l
バ 
マスは戦争権を放棄することの必要性を訴えているが、侵略攻撃の追放を自由意志にもとづ
き明らかにすること 超 的な強制権力がなくと 法慣習と国家聞の契約よりも強い拘束力 もっ自己義務を負うこ になる いう である。つまり、諸国家共同体が共同体としての行為能力をもつようになるためには、
トランスナショナル
「国民横断的」なレヴェルで、法制定と法適用の機関を?っじて、また制裁の可能性をつうじて「補完され」なければならない。ハ 
l
l
パ 
マスによるなら、大規模な民主主義的国際連盟、すなわち世界共和国とは、誤ったモ
デルにほか い 政治的課題を決定するかをみずから規定する主権国家の憲 体制と、局所的に限定されたいくつかの機能に制限された世界機関の憲法体制とのあいだには、そもそも構造 アナロジーは存在しない。歴史的にも、集団的アクターとして部分的に主権を放棄し他の諸国家 協調関係にはいる諸国家は かつて共和主義的体制を根拠づけられた憲法体制とは異なる動機や義務 担っているのであり、 内法と世界市民法の進化は「非シンメトリー」な関係 ある。したがって 主権国家のゆるやかに結びついた 「補完的」に「権限」を付与するというやり方は、そう 国際 の立憲化を性急にグローバルな「諸人民統一国家」という目的へと拡張することから保護してく るのである(〈包・の当
5 N )
。 
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〈論 説〉 
( c )  
しかし、 
UNO
や
WTO
、 
といった国際機関には、共和主義的な国家体制とは異なり、そもそも自
己立法という民主主義的な手続きが欠落してる(〈包・の巧ロ∞)。正統化の民主的な手続きは、国家市民的連帯を必要とし、したがって任意に国民国家の限界を超えて拡張されえないという理由から、これまでもっぱら国民国家的なレヴェルでのみ制度化されてきた。それに対してハ 
パ 
マスは、脱国家的体制もまたその規範的な枠組
みにおいて、少なく も間接的には立憲国家の正統化の系譜に結びついていなければならないことを主張する。
スープラナショナル
「超国民的」体制もまた、民主主義国家という枠組みのなかで実証されてきた基本法、法原理、司法制度に、共和主義的な政治体制にもとづいて構築さ なければならない(〈住・の当 
。それは、人権の普遍的宣言をう
トランスナショナルス 
プラナショナル
たった国連憲章だけではなく
GATT
や
WTO
といった「国民横断的」な体制にも妥当する。「超国民的」な
世界組織が、すべてのメンバー国家がそ 民主 義的な体制を確立するとき、ようやくそ 課題を正当に評価す
トランスナショナル
EU
ることができるようになるとすれば、また「国民横断的」 レヴェルでも、 
や世界経済システムといった

機構のように、政治的意志形成を可能にする交渉システムが世界内政治を推進することができるのは、ようやく
民主主義的なプロセスの正統化の道が、国民 のレヴェルから連邦諸 にまで延長され、グローバルな行為
能力をもっ諸国家共同体が成立するときである。実際に、世界貿易機構は法制定や紛争調停に際して、非差別、
相互性、連帯など 法的基本原則とともにますます人権の保護を尊重しつつあり、そ かぎりで民主主義的な立
憲国家の協議的な正統化機能を保持しているの (〈位・ 巧
52
・ ) 。 

l
スー プラナショナルトランスナショナル
したがって、国際法の「脱国家的な立憲化」は、「超国民的」レヴェルでも「国民横断的」な交渉システムの
l
レヴェルでも、民主主義的 意見形成・意志形成過程を反映 体制をそなえ いるときにのみ、世界市民状態の正統化条件を満たすことに る。しかし、こうした民主主義 意見形成 意志形成過程が十分に制度化され
WTO
ZS
l
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うるのは、立憲国家においてのみであること、制度化された公共性、選挙、議会、その他の参加形態をつうじて、E C ) 政治的に拘束力のある統治決定へ 平等な通路を市民に確保されるのは 民主主義的な立憲国家の内部でのみで
スープラナショナル
あることを考慮するなら、「超国民的」体制のように立法の過程が欠けているところでは 支配的な利害関心が不偏不党的に支配する法 もとにヘゲモニー的に妥当すること なるという危険がつねに存在する(〈住・の巧
トランスナショナル
。また、「国民横断的」な交渉システムの正統化が参加する政府の囲内的正統化と結びつくためには、この
システムの体制が権力の制限と権力の均衡のためにアレンジされていることが前提とされていなければならない
トラン ショナルス 
プラナショナル
こと、この「国民横断 」な交渉システムの正統化は、巨大な権力が「超国民的」レヴェルでグローバルな国
l
家共同体にあたえられれば、ますま 共同的行為と公正さといった期待 満たす にな だろうことを考慮するなら、安全保障理事会の常任理事国がもっ拒否権のうちに明らか 認められるように、そうした権力が、ふたたび世界組織の背後で強い影響力をもつこともありうる(〈住・の巧 
。しかし、幸運なことに、ハ 
E H )
パ
l
によるならこうした問題は、けっして克服不可能なほど困難なものではないという。「諸人民共同体〈か 
マス
- z a o 'l
E
巴5
岳民同」の政治的機能が、平和保障と人権擁護に制限されるにしても、世界市民の連帯は国家市民の連帯の
ように、共通の政治文化と生活様式の強い倫理的な価値評価と実践にささえられる必要があるが、そうした倫理的な価値評価と実践を共有するためには、人権の侵害と軍事的侵略行為 よる被害 対する「道徳的な憤激の協和」さえあれば十分だというのである。「世界市民 社会の統合にとって 大量虐殺という犯罪行為が認められたとき、その行為に対す 一致した否定的な感情 反応 あれば十分である。普遍主義的な正義のモラルという
d E E g g Z
E N )
の義務ーーーが、最終的に国際法廷の判決と世界
組織の政治的諸決定に対する基準を形成する である」(の当 
。こうした共通の文化的構想のもとにつなぎと
一義的な消極的義務 
li
侵略戦争と人権侵害の停止 
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〈論 説〉
平和秩序から、「多層的システム」、「補完性」の原理、国際法の「立憲化」にもとづくグローバルな民主主義をとなえることになる。世界市民法はそこで、その位置づけは変化させるが、権利の名宛人が同時にその起草者である「世界市民」としての地位をあたえるはずの法であるという その内容はそのまま保持されている。かつては世界市民法は、国内法との「シンメトリー」な関係にあるものとして実現されることが要請 たが、まや「多層的 システム」のなかで、それぞれの領域において、また段階的に実現されることが要求される「統制的理念」としての役割をになうのである。したがって 諸国家とそ 市民が古典的国際法から世界市民法を構築していく過程は、民主的な法治国家 市民が国家権力を法制化していく過程と 「アナロジー的」な関係にではなく、「補完的」な関係を形成するこ になる。しかし、最終的にグローバルな平和秩序を形成するのに目指されるべきは、民主主義的な意見 ・意志形成を反映する体制 構築すべく世界市民法にもとづく国際法の
し瓦
l
ハ 
バ
l
マスはこうして、法的義務化、国家の主権を超えた個人の権利、新たな歴史哲学にもとづく国際的な
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にしたがって」実現されるべきなのか、を問題にしているのである。ω U E 2 8 E R Z
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